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4/22 未来投資会議 構造改革徹底推進会合 

「健康・医療・介護」会合（第６回） 

 

（開催要領） 

1．開催日時：2019 年４月 22 日（金） 13:00～14:50 

2．場  所：合同庁舎４号館 12 階 1214 特別会議室 

3. 出 席 者：  

 翁  百合  株式会社日本総合研究所理事長 

高橋  泰  国際医療福祉大学教授 

 

今村  聡  日本医師会副会長 

 

（議事次第） 

１． 開 会 

 

２． 関係省庁による説明 

 

３． 自由討議 

 

４． 閉 会 

 

 

 

（配布資料） 

資料１：厚生労働省 提出資料 

 資料２：総務省 提出資料 

 資料３：経済産業省 提出資料 

 資料４：厚生労働省 提出資料 
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（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 それでは、お時間になりましたので、第６回「未来投資会議 構造改革徹底

推進会合「健康・医療・介護」会合」を開会いたしたいと思います。 

 御多忙の中、本日も御参集いただきまして、誠にありがとうございます。 

 席上には座席表、議事次第、資料１～資料４を配付しております。 

 また、机上の参考資料といたしまして、未来投資戦略2018の関係文の抜粋も

配付させていただいております。 

 出席者につきましては、本日は日本医師会から今村副会長にも御出席をいた

だいております。ありがとうございます。 

 時間も限られておりますので、その他の出席者の御紹介につきましては、恐

縮ですが、お手元にお配りした座席表でかえさせていただきます。 

 それでは、議事に入りたいと思います。本日は、「未来投資戦略2018」の進

捗状況と、今後取り組むべき事項についての御議論をいただきます。具体的に

は、健康・医療・介護のデータ基盤、保健医療情報ネットワークの構築、PHR等

の構築、介護現場におけるICT化、書類削減など業務効率化に向けた取り組みに

ついて、それぞれの項目ごとに時間を区切って関係省庁の説明をいただいて、

その後、自由討議を行っていきたいと思います。 

 それでは、早速でございますが、まず健康・医療・介護のデータ基盤の構築

について、厚生労働省から御説明をお願いしたいと思います。 

 

（山本厚生労働省大臣官房審議官（医療介護連携担当）） 

 厚生労働省大臣官房審議官の山本でございます。 

 まず、資料１に沿いまして、健康・医療・介護のデータ基盤の構築について

御説明させていただきます。 

 資料の中の大きな固まりは３つありまして、１つ目の「オンライン資格確認・

医療等分野の識別子（ID）」につきましては私のほうから、それから「全国保

健医療情報ネットワーク」につきましては迫井審議官のほうから、最後に「PHR」

の検討状況につきましてはまた私のほうから御説明をさせていただければと思

います。 

 １枚繰っていただきまして、２ページでございます。まず１つ目の柱である

オンライン資格確認、医療等分野の識別子（ID）につきまして、昨年の未来投

資戦略でどのようなことが指摘をされているかということをまとめてございま

す。未来投資戦略2018年において、医療保険の被保険者番号を個人単位化し、

マイナンバー制度のインフラを活用して、転職・退職等により加入する保険者

がかわっても、個人単位で資格情報などのデータを一元管理することで、マイ

ナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格確認の本格運用
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を2020年度に開始するとされております。 

 また、医療等分野における識別子（ID）については、個人単位化される被保

険者番号も含めた基盤を活用する方向で検討し、2018年の夏に結論を得て、医

療等分野におけるデータ利活用を推進することとされております。 

 １枚繰っていただきまして、３ページでございます。これにつきましては、

健康保険法等改正法案、現在通常国会で御審議をいただいているものでござい

ますが、オンライン資格確認の導入や、医療機関や薬局におけるシステムの初

期導入を支援するための医療情報化支援基金の創設等を内容に含む健康保険法

等改正法案をこの通常国会に提出し、審議をいただいているところでございま

す。 

 ４ページでございますが、オンライン資格確認の仕組みについて記載がされ

ております。マイナンバーカードによるオンライン資格確認では、まず医療機

関と薬局の窓口で患者が持っているマイナンバーカードのICチップの中の本人

を確認する電子的な証明書、これは電子証明書と言っておりますが、これを読

み取った上で、医療機関と薬局から社会保険診療報酬支払基金と、国民健康保

険中央会が管理するオンライン資格確認等システムに対し、オンラインで資格

情報を照会するということでございます。 

 次に、支払基金と国保中央会は保険者から資格情報の管理の委託を受ける仕

組みにしており、患者の電子証明書情報をもとに患者の資格情報を検索し、医

療機関と薬局に対し、オンラインで資格情報を提供するという仕組みでござい

ます。 

 このオンライン資格確認では、マイナンバーカードのICチップの中の電子証

明書を用いる仕組みとしておりまして、マイナンバーそのものは使わないとい

う整理になっております。それから、医療機関等でマイナンバーを用いないの

で、マイナンバーと診療情報が結びつくこともない。この仕組みにつきまして

は、2021年３月の開始を予定し、準備を進めるということで考えてございます。 

 １枚繰っていただきまして、５ページは医療情報化支援基金についてでござ

います。これにつきましては、本年度予算で300億円を計上しておりますけれど

も、このうちオンライン資格確認については150億円を確保しているところでご

ざいます。できる限り、多くの医療機関や薬局において、オンライン資格確認

の仕組みが導入されるように支援をしていきたいと考えてございます。 

 １枚飛ばしまして、７枚目と８枚目でございます。医療等分野の識別子（ID）

についてでございますけれども、有識者や関係団体の代表者等で構成される医

療等分野情報連携基盤検討会において検討整理を行ってきたところでございま

す。その取りまとめの中で、被保険者番号の個人単位化やオンライン資格確認

システムを基盤として、医療情報等の共有・収集・連結を行う者が被保険者番
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号履歴の提供を受けられる仕組みを整備すべきとされたところでございます。

これがまとまったのが、昨年８月ということになってございます。 

 具体的なユースケースとしては、８ページのスライドにございますように、

「データベースにおける情報連結・管理」であるとか、右側にある「診療現場

等における情報連携での利用」が挙げられているところでございます。 

 なお、不適切な利用を防止するために、被保険者番号履歴の提供を受けられ

る者については一定の基準に該当する者に限定すべきこと等とされたところで

ございます。先ほど御説明しました健康保険法等改正法案において、個人単位

化される被保険者番号の告知要求制限を設けまして、番号自体が不適切に利用

されることのないような措置を講じることとしております。 

 今後、このIDにつきましては検討会を設置いたしまして、オンライン資格確

認システムを基盤として個人単位化される被保険者番号を活用した医療等情報

の連結の仕組みの整備に向けて、制度面、技術面、運用面での検討を進めてい

きたいと考えております。 

 

（迫井厚生労働省大臣官房審議官（医政、医薬品等産業振興、精神保健医療、

災害対策担当）） 

 引き続きまして、10ページ以降、②でございます「全国保健医療情報ネット

ワーク」について簡単に御説明させていただきます。 

 おめくりいただきまして11ページですが、同様に未来投資戦略2018で、現時

点でこのような形で閣議決定されておりまして、これは抜粋ですが、②のとこ

ろです。「・」が３つほどございますけれども、「医療機関等における健康・

医療情報の連携・活用」につきまして、まず１点目は全国的に共有すべきデー

タを定めるということと、標準規格等を設定する。そして、レセプト情報の診

療等への有効な活用方策を検証する。 

 ２点目は、このような標準規格に合致するものをいかに支援していくのか、

適正規模の持続的なシステムをつくっていくネットワークの構築を促す。 

 こういったことを含めて３点目ですけれども、費用対効果の観点も踏まえな

がら全国的なネットワークについて、本年夏をめどに具体的な工程表を策定、

としているわけですが、必要な実証を行ってからの本格稼働を目指すというこ

とでございます。 

 12、13ですが、まず12は今お話ししたことをイメージ図、ポンチ絵であらわ

しておりまして、目指すことでございますとか、できること、こういったこと

をイメージとして「○」が２つ書いてございますが、患者の同意のもとで最適

な健康管理とか診療ケアを提供できるということでございますとか、共有が有

効なデータ項目についてネットワークを構築して共有していくということでご
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ざいます。 

 おめくりいただきまして、先ほど触れましたが、13ページですけれども、今

後の検討に当たって実際に実証を行って技術面、それから運用面、制度面につ

いての課題の整理を行うということを2018年、それから今年度も含めて１期、

２期でやっております。 

 2018年度、左側で１期ですが、これはネットワークの接続を実際に行ってみ

る。そして、技術的な面でまず基礎的な実証をやっていく。今年度２期、これ

は右側でございますけれども、さらに引き続き本格的な技術検証を行うという

ことと、ネットワークの連携をいかに支援していくのかというようなことを、

そういった視点で実証を行っているということでございます。 

 14ページ、最後でございますけれども、この実証事業、それから昨年の３月

から有識者による検討会も技術的な側面で行っておりまして、さまざまな御指

摘とか、いろいろなことがわかってまいりました。これらを総合してまとめる

と、このような５点にまとめることができますということでありまして、こう

いったことを踏まえて今後対応していきたいと考えています。 

 １点目はまず＜ユースケース＞でございますが、実際の臨床現場で利用シー

ンを想定した設計にしなければ意味がないのではないか。特に有用だと言われ

たのは、救急外来とか一般の外来であって、実際にそういった情報共有が有効

なケースが確認されております。 

 ２点目は＜ミニマムデータセット＞ですけれども、単にいろんなデータを共

有すればいいということではなくて、意味のあるもの、本当に必要なものを共

有するべきではないか。具体的には、やはり薬、処方、調剤、それから検査結

果、そしていつどこで誰がというような基本情報で、これらが実際に重要なデ

ータである、ということでございます。 

 ３点目、これは非常に重要な論点ですけれども、＜費用負担＞の問題をしっ

かり考えなければ実際には国民の負担も含めて理解が得られないのではないか。

特にコストについてそれを上回る便益、それから情報を共有することはリスク

も伴いますので、リスクとともに得られるベネフィット、こういったことをし

っかり整備すべきである。 

 ４点目は＜同意ルール＞ですけれども、実際にデータを活用するに当たって

の前提としては、まず個人情報の関係もございますので、現場でそういったこ

とを確認する手間と国民の了解を得るということを同時に実務的に進められる

方法を考えるべきである。 

 ５点目ですけれども、＜地域医療連携ネットワーク＞です。現在、実際に稼

働している地域がありますが、こういったネットワークが実際にはうまく活用

されていないという指摘が新聞報道等もございましたので、こういったことに
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つきまして情報共有の標準化とか、さまざまな現状や課題を、しっかり踏まえ

て対応していきたいと考えてございます。以上でございます。 

 

（山本厚生労働省大臣官房審議官（医療介護連携担当）） 

 続きまして、３点目の柱であるPHRについて御説明させていただきます。資料

では、19ページからということになっております。 

 PHRの仕組みというのは、個人の健康状態や服薬履歴等を本人や家族が把握し

まして、日常生活改善や健康増進につなげていただくための仕組みということ

で理解しているところでございます。 

 19ページ目が、未来投資戦略2018で記載をされた事項でございます。ここで

は、2020年度よりマイナポータルを通じて本人等へのデータの本格的な提供を

目指すこととされており、政府全体で検討、取り組みを進めているところでご

ざいます。 

 具体的には、先行する取り組みとして2017年度より提供を開始されている予

防接種歴に加え、来年度より特定健診、乳幼児健診等の健診データの提供を開

始することを目指すとされているところでございます。 

 続きまして、20ページと21ページでございますけれども、特定健診データ、

薬剤情報のマイナポータルを通じた本人への提供については、先ほど御説明し

ました個人単位化された被保険者番号とオンライン資格確認の仕組みを活用し

て実施をすることとしております。この仕組みによって、患者本人や医療機関

等において特定健診データや薬剤情報の経年データの閲覧が可能となりますの

で、加入者の予防健康づくりや重複投薬の削減等が期待できると考えておりま

す。 

 特定健診データの本人等への提供については、データの登録が可能な保険者

は2020年度から、薬剤情報の本人等への提供については2021年９月診療分、す

なわち10月請求分から開始することを予定しております。 

 続きまして、22ページをお開きいただければと思います。乳幼児・学童期に

おける健康情報の関係でございます。「データヘルス時代の母子保健情報の利

活用に関する検討会」で検討した事項について、このページで記載をしている

ところでございます。 

 乳幼児・学童期における健康情報を一元的に確認できる仕組みを構築するこ

とは、子供の健康管理や転居時等の適切な情報の引き継ぎ等を行う上で大変重

要であると考えてございます。 

 そこで、このページにある検討会を設置いたしまして、昨年７月に中間報告

書を取りまとめたところでございます。報告書では、乳幼児健診及び妊婦健診

の情報の標準的な記録様式等を定めるとともに、電子的記録の管理・活用等に
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ついてマイナンバーを活用して行うことが提言されております。 

 続きまして、23ページでございます。この報告書の内容も踏まえて、乳幼児

健診の受診の有無等を電子化した情報について、転居時に市町村間で引き継が

れる仕組みであるとか、マイナポータルを活用し、子供時代における健診、妊

婦健診、予防接種等の個人の健康情報歴を一元的に確認できる仕組みについて、

2020年度からの運用を開始したいと考えております。 

 これに向けまして、この受診の有無などの乳幼児健診の情報をマイナンバー

法の情報連携の対象に追加するとともに、市町村が健診対象者が過去に居住し

ていた市町村に対し、受診の有無等の乳幼児健診の情報の提供を求めることが

できる旨の規定を母子保健法上に新たに設けるという法改正を、今通常国会に

提出中のデジタル手続法案において行うこととしております。これから審議が

される見込みというふうに聞いております。 

 また、市町村におけるシステム改修経費を平成31年度予算に計上していると

ころでございます。 

 なお、学童期の健診情報の連携につきましては、現在文部科学省との連携の

もとで課題の整理を行い、今後の進め方を検討しているところでございます。 

 最後に24ページ、25ページでございますが、PHRについての今後の取り組みに

ついてでございます。 

 本年３月の未来投資会議においても、厚生労働大臣から表明をさせていただ

いたところでございますが、PHRについてもこの赤枠で囲んだところでございま

すけれども、これまで申し上げてきた特定健診、薬剤、乳幼児健診等情報に加

えまして、さらにその他の健診等情報についてもマイナポータルで本人に情報

提供することを検討しているところでございます。PHRのさらなる推進に向け、

検討を進めてまいりたいと考えてございます。 

 最後の25ページにその工程表というところで、さらなる検討について一番下

に盛り込ませていただいたところでございます。 

 説明は、以上でございます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして総務省から御説明をお願いします。 

 

（赤澤総務省大臣官房審議官） 

 総務省でございます。お手元の資料２をご覧いただきたいと思います。 

 総務省につきましては、１ページ目でございますが、PHRサービスモデル等の

構築の研究結果について若干御紹介をさせていただきたいと思います。 
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 御案内のとおり、PHRは本人の同意の下でさまざまなサービスに活用すること

が可能になってきている状況でございます。その中で、総務省では平成28年度

～30年度までに、AMEDの研究開発事業によって、妊娠・出産・子育て支援、疾

病・介護予防、生活習慣病重症化予防、それから医療・介護連携に係る４つの

モデルについてサービスモデルの開発等を実施したところでございます。 

 本年度、令和元年度におきましてはPHRサービスの普及展開に向けて必要なル

ールのあり方などについて検討していきたいと考えているところでございます。 

 ２ページでございますが、４つのモデルの概要ということでございます。「妊

娠・出産・子育て支援PHR」、それから「疾病・介護予防PHRモデル」、①と②

は自治体モデルとでも言うべきものでございまして、自治体保有の乳幼児健診、

それから予防接種等のデータを関係者で共有・活用することで、母子への効果

的な健康支援等を行うもの、それから介護関係のデータ等をもって個人の介護

リスクスコアを評価して適切な介護予防サービスを提供するというものでござ

います。 

 ③は「生活習慣病重症化予防PHRモデル」ということで、保険者が保有してい

る特定健診データとその他のデータをあわせてPHRをして、疾病管理事業者によ

る人的サービスと組み合わせて糖尿病の重症化予防をするというものでござい

ます。 

 ④は「医療・介護連携PHRモデル」ということで、日本医師会さんが推進され

ております「かかりつけ連携手帳」を電子化いたしまして、そのアプリの中に

さまざまな情報を入れることによって、例えば転居先、避難先でも提示・活用

できるようなものについて開発をしたということでございます。 

 ３ページからは、その各モデルの概要をつけさせていただきましたので、御

高覧いただけたらと思っております。以上でございます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、続いて経済産業省から御説明をお願いします。 

 

（江崎経済産業省商務・サービスグループ商務・サービス政策統括調整官） 

 資料３をお開けください。経済産業省は、特に民間の投資促進という観点も

踏まえて御説明をしたいと思います。 

 先ほど厚労省さんのほうからお話がありましたように、今、医療情報につい

ては統合できるルールのほうを変えていただいておるところなんですけれども、

私ども経済産業省はこれを応援する意味において、システムとして使えるよう

につながるのかというのは結構大事なところでございまして、以前に高橋先生
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から御下問いただきましたように、タグをつければ一応全体のデータはつなが

るんですけれども、つないだデータを開けてみると、例えば食べられるという

タグをつければ各データベースはつながるのですが、開けてみるとレトルト食

品が出てきたり、カップラーメンが出てきたり、生きた牛が出てきたり、肉が

出てきたりというのが今の状態なので、その外側のシステムがつながっても実

際に開けてみたときにつながる状態にならなければいけないので、入力段階か

ら統一するということをベースに今、検討を進めております。 

 ご覧いただいている１ページ目でございますけれども、特に昨今のニーズか

らしますと、生活習慣病についてどう適切にアプローチをするのかということ

で、平成28年から実証事業をやらせていただきました。 

 結論から申し上げると、日本医師会さんの御指導その他をいただきまして非

常にいい結果が出ております。特に、ターゲットを絞り込むことによって３カ

月程度で糖尿病の指標が劇的に変化をするということがありました。現在は、

このトライアルから本格的な実証ということで、日本糖尿病学会の御協力を得

ながら大規模化、つまり前回は約600人を集めて３カ月のトライアルだったんで

すけれども、おかげさまで今回1,159名集めまして、入力段階のシステムを完全

に統一するという形で１年間データをとる作業をしております。おかげさまで、

先行した１年間が終わったチームは脱落率が２％です。脱落率が低く、恐らく

これは世界的にも非常に価値のあるデータがとれるかと思っております。 

 問題はこれをどう使うかということなのですけれども、１ページ目の図にあ

りますように、やはり日々のデータというものを病院ではなくて個人が集める

データでありますので、そのまま２ページ目のほうに目を移していただきます

と、今まではいろんなデータをかき集めてきて研究するというのがベースだっ

たのですが、かき集めても研究できないということがわかったので、むしろ基

本情報を共通化することによって、出てきたところですぐ研究に使える。 

 これは、もっと言うと製薬会社というよりは生活の管理情報、特に糖尿病の

かかりつけ医の先生方に使っていただくということをベースに、使う人イコー

ル入力者であることが前提のトライアル事業を行っているというものでござい

ます。 

 特に28年の場合は、全く同じフォーマットでデータをとっても測定器の性質

の違い、データの粒度、１秒ごとに送るのか、５秒ごとに送るのか、５分ごと

に送るのか異なっていました。これは、クラウドに入ってしまうと全くつなが

らないということがわかりましたので、測定方法もそろえた上でデータをとる

という作業を行っているものでございます。そうすると、先ほど厚労省さんが

おっしゃっていただいたように、ルール上つながるようになったものの、今度

はインプットデータがそろってくるとそれで全体がいきなり使えるようになる。 
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 ただ、それは何でもかんでも今データをとっているというのは世界の状況で

すけれども、基本情報をきっちりとる。先ほど厚労省さんからありましたよう

に、本人性の確認プラス体重、血圧、脈拍及び活動量のところがそろえば、ほ

ぼ何でもいけるという状況になりつつあります。 

 それで、３つ目の「●」をごらんいただきますと、これもほぼ同じメンバー

なんですけれども、そうした実証事業をもとに実際にシステムとしてどうつな

がるのか。まさに日本医師会、それから各先生方にも御協力いただきながら、

恐らくこれは世界中でも同じ議論が始まると思われますので、それを進めてお

ります。 

 それから、４ページ目でございますが、少なくとも医療関係で統合したもの

だけで閉じてしまっては非常にもったいないのと、生活習慣は既に民間のほう

でとられている情報は非常にいいものがありますので、できるだけここをそろ

えることによって、あとは資格を明確にした上でつないでいくというのを将来

的なテーマにしたいと思っております。 

 次のページをごらんいただきますと、実は先週、中国に行ってきたのも、中

国は完全に予防と糖尿病のほうにシフトしたいということだったのですが、こ

れは最もやりにくいところであります。なぜかというと、そのサービスを受け

た人が最も実感できないところなので、むしろきっちりその効果を示すことと、

本人をつかまえるということ、これは健康経営のおかげで会社を挙げてその参

加を促すことによって低い脱落率というのを実現しておりますので、こういう

環境の中でとられたデータをもとにAI化し、それをパッケージサービスにして

提供するということになろうかと思います。 

 ただし、この場合、正確な情報がインプットされないと意味がありませんの

で、そこまで含めてシステムをつくりたい。ここはアメリカ、欧州は、まだ薬

で治すという方法が中心になっていますから、できるだけデータをとっていい

薬をつくりたいというほうにばかりいっていますけれども、中国でもわかり始

めているのは、患者の状態をコントロールする。まさに生活、食事、運動をど

うコントロールするかというところは、まだ世界はアプローチできていません

ので、ここの部分も含めたサービスを提供することを考えております。 

 それが６ページ目でございまして、お医者様には専門性を発揮していただく

のですけれども、まさに生活習慣病や老化が中心になってくると、いろんなこ

とを同時に見なければいけなくなるので、こうしたデータの共有化は必須であ

りますし、人の移動、災害も考えると、やはりシステムが統合されるというの

は当然のことである。 

 最後に、７ページ目であります。これはまさに総務省さんがおっしゃってい

ただいたように、いろんな場の認証だとかパッケージ型をするときに、どうデ
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ータを集めて誰が管理するのかというのは肝になってきます。その段で、我々

としてもやはりPHRが基本だと思っています。PHRにした上で、それを使うたび

にそこから情報をとることによって、場合によってはブロックチェーンすら要

らない。毎回それを使って同意を擬制することができれば、非常に軽いシステ

ムでできることになるかなと思っております。 

 ８ページ目にありますように、そうしたものが今、行われている働き方改革

とか健康経営の中に普通に入れることによって安定的にデータがとれる。特に

世界で議論していても、とりやすい人からデータをとっていただけでは意味が

ないので、やはりこれだけ生まれてから死ぬまでデータがとれるこの国におい

て、バランスよくデータが入力段階からできれば、明らかに世界をリードでき

るかなと思います。 

 特にこの際、HL7も含めて、世界がこれからつくるであろう標準を先取りする

形でデータを統合するほうに進みたいということで準備を行っているところで

ございます。以上です。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございます。 

 それでは、厚生労働省、総務省及び経済産業省の御説明がありましたので、

これらを踏まえまして御質問や御意見をお願いしたいと思います。 

 では、まずは翁さんからどうぞ。 

 

（翁理事長） 

 まず、オンライン資格確認のところからお伺いしたいのですが、２～３点あ

ります。 

 １つは、個人単位化した２桁の番号が追加された被保険者番号のついた保険

証カードというのが行きわたっていくのは2020年スタートだとかなり時間がか

かると思うんですが、マイナンバーカードへの一本化を誘導していくような好

機でもあるように思うのですが、マイナンバーカードとの関係についてどうお

考えになっているかということです。 

 それから、３ページのところで告知要求制限というのは不適切に使われない

ために重要なものだということはよく認識しておりますが、被保険者番号とこ

れからつくるこれらの基盤を活用してIDとして情報連携を行うに当たって、こ

れ自体がネックにならないようにしていく必要があるのですが、このあたりは

どういうふうにお考えなのか。さっき、御議論をこれからされていくというこ

とでしたけれども、どんなステップでやっていくのかということをお伺いした

いと思います。 
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 それから、先ほど５ページで、150億円かけて医療情報化支援基金といったも

ので、医療機関や薬局での初期導入経費を補助するというお話を伺ったのです

が、これは例えばカードリーダーの導入とか、そういったものを支援するとい

うことなのでしょうか。それで、これはどのくらいの支援ができているという

ふうにお考えなのか。このあたり、まずオンライン資格確認のところで教えて

いただければと思います。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 では、ここで一旦切りましょう。お願いします。 

 

（山本厚生労働省大臣官房審議官（医療介護連携担当）） 

 まず、１点目の御質問でございます。オンライン資格確認の導入のところで、

資料としては４ページをご覧いただければと思うのですけれども、オンライン

資格確認の仕組みというのはマイナンバー制度のインフラを活用していくとい

うことで、マイナンバーカードを被保険者証がわりにできるということでござ

います。 

 それで、マイナンバーカードを使うとどういうメリットがあるかということ

を私どもはよく周知をしていく必要があると考えておるのですけれども、右下

のところに書いてございますように、まずこれは加入する保険者がかわったと

きに被保険者証というのはその都度、保険者が発行するのですけれども、それ

が必要なくなりまして、カードが１枚あればタイムラグなく医療機関を受ける

ことができるということでございます。 

 また、いわゆる高額療養費は収入水準によって限度額が違うんですけれども、

今だと被保険者証に加えて限度額認定証明書という紙を持って受けなければ、

いわゆる現物給付と同じ効果が窓口で出ないという問題があるわけですけれど

も、そこの情報もこの資格情報の中にこのICチップから照会ができるとするこ

とによって、カード１枚あれば限度額証明書としての機能も持つことができる。

そのようなメリットがあると考えてございます。 

 それで、この資格確認というのは紙でお受けになっても、支払基金とか中央

会のサービスとしてこれから行うことになるわけでございますけれども、カー

ドの場合は今、申し上げたようなメリットがあるということですので、私ども

もこの普及については努力をしていきたいと思います。 

 また、医療保険の世界だけではなくて、カードを持つことによってどのよう

なメリットがあるのかというのをあわせて政府全体で現在検討しているさなか

でございまして、この夏にもその普及策、方策についてまとめるという段取り

で、内閣官房を中心に議論をさせていただいておりますので、そういうことも
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多分後押しになってくるのだろうと考えてございます。 

 それから、２つ目でございますけれども、個人単位化された被保険者番号の

告知要求制限というものを今回法律でつけるわけですが、これまでは番号とい

うのは世帯単位でした。しかしながら、これからは個人単位になっていく。保

険者がかわるとまたこの番号が変更されますので、この番号そのものに一意性

というのはないわけですけれども、これからいろんな形で、例えば特定健診情

報であるとか薬剤情報がひもづいていくということになっていきますと、この

管理が不適正であるのは非常にまずいことであろうということで、これは年金

の基礎年金番号と同様に告知要求制限の仕組みを入れることとしております。 

 それによって、御質問は、IDとしてこれから使っていくときに制約にならな

いかということでございますけれども、今回、健保法の改正により、まず一次

利用のところで、この番号について、より厳重に適切に取り扱っていただくと

いう仕組みを設けることとしており、その上で、これからの議論でございます

けれども、医療等IDは二次利用の部分になってくるかと思いますが、この二次

利用について、どういう方々がこの情報を得ることができるのかなどの法制的

な整理も含めて検討していきたいと思っておりまして、そこで適切にIDとして

の機能も発揮していけるのではないかと考えているところでございます。 

 それから、３点目でございます。150億円のところでございますけれども、こ

れは31年度の予算編成過程で当座31年度に措置するものとしてこの額をセット

させていただいたところでございます。その内容としてはマイナンバーカード

を読み取るカードリーダーや病院のシステムの中に資格情報を入れていくため

のシステム改修のところを見ていくことになると考えてございます。 

 それで、150億円としておりますのは、オンライン請求を促進するための過去

の補助金、約10年前でございますが、その執行状況なども見ながら、現在オン

ライン請求をしている医療機関の約３分の１が申請してくるのではないか。あ

くまでも積算上の整理として計上させていただいているところでございますが、

今後補助の内容、交付要件について、10月以降の予算執行までに詳細を詰めて

いきたいと思います。また、その執行状況を見ながら、今後の予算編成過程に

おいて必要なことがあれば、財政当局とも御相談をしながら措置をしていくと

いうふうに考えている次第でございます。 

 

（高橋教授） 

 では、私のほうから、まずマイナンバーカードは今10％くらいの普及率とい

うふうに伺っているんですけれども、今後その数字がどれくらい広がりそうだ

と考えているかということと、あとは持っていない人の場合は従来どおり進む

ことになって二重で動く形になると思うんですけれども、どこかの段階でその
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二重がずっと10年も続くのはまずいと思うので、これをどういう形で一本化に

近づけていくか。そういうような進行の予測スケジュールというか、図みたい

なものがあるかどうかということがまず１点目に伺いたいことです。 

 それから２点目ですが、江崎さんの発表のときに、情報がすぐくっつけて使

えるようにという話があったんですけれども、これは二次利用の話になります

が、迫井さんが示された12ページのポンチ絵の形の二次利用を含めたところの

図を見ますと、これは多分SS-MIX的なものを想像させるような図なんですけれ

ども、中を開けるとさっき言ったように何が出てくるかわからない。どうせつ

なぐならば、つなぐときに最初からちゃんとデータが整うような形にしておか

ないと、またそれをやるのは大変な話になるので、その辺の情報の均一化とい

うことに関して何か展望があるのか。この２点を伺いたいと思います。 

 

（山本厚生労働省大臣官房審議官（医療介護連携担当）） 

 まず１つ目でございますけれども、現在マイナンバーカードは12％くらいだ

ったというふうに承知をしております。それで、どのくらい広がるかというの

は、私どもはあくまでも厚労省として普及対策を率先してやっていく部分もあ

りますけれども、マイナンバーカードが普及したという前提で、その基盤をオ

ンライン資格確認の仕組みに使わせていただこうと考えているところでござい

まして、いつまでにどれくらい広がるかというのを厚労省のほうから申し上げ

るのは非常に難しいと思います。先ほど申し上げましたように今、内閣官房を

中心に関係省庁が集まって検討しておりますので、そこで強力に進めていくと

いうふうに考えてございます。 

 それから、紙の証と二重で使っていくことになります。マイナンバーカード

を取得されない方について医療が受けられないということはあってはならない

ことでございますので、引き続き紙の証というのはあるわけでございますけれ

ども、しかしながら、先ほど申し上げたように紙を何枚も持たなくてもいいと

いうメリットがありますので、私どもはマイナンバーカードの利点というもの

を十分に説明しながら普及に努めていきたいと思っております。 

 いつ一本化するのかというのは、やはりその状況、進捗を見ながらでないと、

なかなか申し上げることは難しいと考えてございます。 

 

（江崎経済産業省商務・サービスグループ商務・サービス政策統括調整官） 

 では、もう一つのデータがつながるというところですけれども、迫井審議官

が先ほど御説明された厚労省さんの資料の14ページ目に実は重要な答えという

か、ヒントが書いてあります。 

 今までは、どちらかというと縦、横、斜め、とりあえずつながれば何とかで
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きるんじゃないかということを我々経産省も随分やってきたところなのですけ

れども、結局大事なことは、何のためにつないで何をしたいのかというところ

のまさにユースケースだと思います。 

 これは、エストニアの開発した方にお伺いしても、結局動いたのはやはり国

民も納得して、それはよくなったよねというところがあって、初めてインプッ

トの段階から統一することができたと言っていました。そういう意味では、ま

さに今のお医者さんの働き方は結構大変な状況で、救急だとか、あとは先ほど

申し上げました世界的にも老化と生活習慣病、これは実は病院に来てから初め

て見ても仕方なくて、逆にデイリーなデータがとれていれば来なくてもわかる

というか、そういうことではまさにかかりつけ医の先生方にとっては非常に重

要かということはあります。 

 そういう意味では、先ほどSS-MIX2もありましたけれども、これもまさに今ま

での努力でつなごうという努力だったのですが、このSS-MIX2ですら流派ができ

てしまっていて、同じSS-MIX2を開けてもなかなかわからないというのと、もう

一つはもう一回入れ直さなければいけないという作業が入っているので、これ

はやはり忙しいお医者さんにとっては非常に致命的な状況になっています。 

 したがって、できるだけここにある２つ、ミニマムデータセット、何をまず

つないでいくのか。我々はシステム的に申し上げると、つなぎやすいものをつ

なぐことによってシステム全体が共通化されて、それにプラスアルファの情報

をひもづけることによって全体を統合していく。途上国のように白地から書く

んだったら楽なんですけれども、既にレガシーシステムでぐちゃぐちゃになっ

ている状態の中で、現場を混乱させないで実感をしながらシステムを統一して

いくというのは結構面倒くさい作業が必要になってくるんですけれども、ここ

のキーになるのはまさにミニマムデータセットをどうするのかというのと、や

はり個人情報保護上のデータベースを動かすということが一番厳しくなってい

るので、先ほどのPHRに戻しながら、そこを毎回とりにいくことによって個人情

報の同意を毎回とるという形にした上で、これは東大のほうでも進めてもらっ

ていますけれども、お年寄りの方も同意さえしてくれれば、あとはきっちり管

理されたデータ管理の中でサービスが提供される。 

 このシステムを先につくっておいて、既にとられている民間のデータもこれ

に合わせる形でシステム統合をしていく。誰でも使えるわけではなくて、やは

りセキュリティーとルールを認識したものだけをつないでいくという形で広げ

るのが一番効率的かなと、そんなことで今、進める準備をしているところでご

ざいます。 
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（迫井厚生労働省大臣官房審議官（医政、医薬品等産業振興、精神保健医療、

災害対策担当）） 

 関連してといいますか、実態論として、私ども厚労省のほうで関係各業界と、

有識者が参画して検討する枠組み自体はあって、さまざまな工業規格ベースな

どでは標準規格自体は厚労省推奨ということで設定してきたということなので

す。問題は、それが現場に必ずしも普及していないがためにさまざまな問題が

起きている。 

 これまで、正直申し上げまして、厚労省は、現場で実際に民間医療機関、あ

るいは民間企業が開発されたベンダーさんですので、一定の選択の自由といい

ますか、標準的にお勧めはするけれども、そこから実際にそれを選択していた

だくかどうかについては余り強く介入してこなかったというのが正直なところ

だと思います。 

 ただ、ここまでいろんな御指摘を受けておりますので、まず今回基金の話が

先ほど出ましたが、基金の運用の中でそういったことをちゃんと踏まえて、標

準化に御協力いただくような形で整備をしていただくことを要件にする。 

 それから、これは今後関係部局、場合によっては他省庁ともよく御相談をし

なければいけませんが、例えば厚労省でいいますと診療報酬もそうですし、そ

れから医療計画を初めとした整備計画がございますので、そういった今後の将

来的な整備の中でそういった規格を実際に実装してあわせていただく。こうい

ったことが非常に重要だと認識をしておりますので、そういった工夫は引き続

きやらせていただきたいと考えております。 

 

（高橋教授） 

 あとは、ミニマムデータセットの話のときに、職種によってどこまで情報を

開示するかとか、情報として御本人が検査データの肝臓は出してもいいけれど

も、エイズとか肝炎とかは出してほしくないとか、そういうのは少し先の議論

になりそうですが、もうそろそろ見ておかないといけないなという感じなんで

すけれども、どういう議論をされているか聞いていないですが、そういうもの

も多分含まれているんじゃないかなということをちょっと確認させていただき

たいんですが。 

 

（迫井厚生労働省大臣官房審議官（医政、医薬品等産業振興、精神保健医療、

災害対策担当）） 

 これも14ページで、さまざま実質的な御指摘をいただいております。今のお

話は同意ルールのところに関連するんだと思いますが、きっちり個人ベースで

情報の管理をするとなると、明示の同意ですね、オプトインというような形を
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とるのが筋だと思います。 

 ただ、日常診療が御案内のとおりこれだけ忙しくいろいろやっている中で、

そういったことを一々やるということが現実的なのかということと、そういう

ことをすることがかえってデータのカバーとか悉皆性とかに影響を与えるので、

ここに記載はありますけれども、基本は黙示の同意というようなことも含めて、

現場でやはり過度な負担がかからない運用はどういうことなのかということを

ちゃんと意識すべきであるというふうな指摘をいただいていますので、こうい

ったことをちゃんと含めて整理をしていくということだと考えています。 

 それから、原点に戻りますと、ミニマムデータセットのところは14ページの

上から２つ目に書いてございますが、さまざまな臨床家、それからこのプロジ

ェクトにいろんな形で参画していただいた有識者に聞きますと、データはとに

かく集めればいいとか共有すればいいということではなく、役に立つものを共

有するということが前提です。ユースケースをちゃんと洗っていくと、現にこ

こに記載していますが、処方、調剤という薬の問題、それから検査、あとは結

局いつどこで誰がやったのかという基本情報さえわかれば、さかのぼってそこ

に聞けばいいというお話しでしたので、そういったことをしっかり対応してい

くためにはどういったことが最低限必要なのか、ここをしっかり今後議論して

いきたいと考えております。 

 

（江崎経済産業省商務・サービスグループ商務・サービス政策統括調整官） 

 まさに今おっしゃっていただいたとおりのところでありまして、このシステ

ム的な問題は何かというと、まずキラーコンテンツを何にするかというのがあ

ります。それで、今、迫井さんがおっしゃったように、ミニマムで非常に同意

がとりやすいところでキラーコンテンツとして使う。そういう意味では、先ほ

ど申し上げた生活習慣病と老化というのはコアになります。まさに体重、血圧、

脈拍活動量で十分です。 

 それで、問題は何かというと、大体研究者の場合は薬の場合に希少疾患だと

か特殊データとの接続という話があって、今まではそれも含めて全部接続しよ

うとしたので、システム的にはほとんど不可能な世界に入っていました。 

 そうすると、今やろうと思っているのは、この基本情報で悉皆性があるとい

うことは結構重要であるのと、継続性と本人確認が確実にできる。これが基本

になります。このデータベースネットワークをつくった上に、個々に個別の特

殊データを接続する。ここは研究者であり、お医者さんであり、そこは任せる。

これはまさにエストニアでもそうなんですけれども、全部を統合するのではな

くて統合するベースをまずつくる。それはキラーコンテンツとして統合する。

これはルールで押さえていくものと、実際に利用するところでつなぐ。あとは
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研究のところを個々につないでいくという形にして、この基本情報をコアにし

て、データベースを開けにいくというシステムにすることができれば、そこも

同意が擬制できるので、そうすると安全でかつ使いやすいシステムをつくって

いく。そちらに向かって今、調整しているところでございます。以上です。 

 

（翁理事長） 

 先ほど電子カルテの標準化で基金をつくるお話が５ページに書いてあったん

ですけれども、これと迫井さんが御説明になったところというのは大いに関連

すると思うのですが、この電子カルテの標準化というのは、全国規模での標準

化というのを少しずつ達成していこうと考えられていると思うのですが、大体

どのくらいのペースを考えて今、御議論されているのでしょうか。 

 

（迫井厚生労働省大臣官房審議官（医政、医薬品等産業振興、精神保健医療、

災害対策担当）） 

 これは、先ほど山本審議官のほうから説明がありましたが、５ページですけ

れども、オンライン資格確認の導入関係と電子カルテの標準化は両方同じ性質

のものとしてあるのは、今から実際にどう具体的に拠出をしていくのかに当た

ってちゃんと仕様を設定するということになる、という点です。 

 それで、先ほどちょっと御説明したことをさらに延長していきますと、結局

これまでは強く標準的な規格の導入を強く働きかけてこなかったというのが正

直なところの反省点ではあるわけですけれども、では現実的な問題として現に

今、存在するものを直ちに大きく変えていくのかというと、やはりシステムで

すので、一定の時期に更新を迎えるわけですから、この時期に合わせて変更す

るのが適切ではないか。 

 ですから、ここから先は、いずれこれを具体化する際に、今、例えば更新時

期にあるものが何年後にどれくらいということはある程度数字としては当然洗

うことになりますので、そういった実態を踏まえて、どういった額、どういっ

た条件にすればどの程度普及していけるのかということを、タイムフレームを

含めてそこはしっかり研究させていただきたいと考えております。 

 ですので、現時点で具体的にいついつまで何％という数字を持っているわけ

ではございません。 

 

（翁理事長） 

 14ページで指摘されていることは、いずれも非常にそのとおりだなという御

指摘ばかりだと思うので、やはりこういった指摘をうまく踏まえた形で費用対

効果に合った形でのネットワークを考えていただきたいと思います。基本的に
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は今までも御指摘があったのですが、データ連携でどういう効果が想定される

か、から考えることが一番大事だと思います。まず、PHRで可能になる効果は、

PHRの健康情報とさらにレセプトも両方活用していくことができることになっ

ていくと、多分PHRを中心に個人の健康管理がかなりできるようになると思いま

す。第二に、EHRについては、地域での医療情報の共有ができるようになり、患

者の安全につながることが期待されます。第三に、希少疾患とか、そういう病

気に対しては匿名化した情報を蓄積して研究などをしていくと医療の質の向上

につながります。そういったものが基本的に、まずデータ連携のメリットだと

思うので、そういったことを考えると、それらのメリットが実現するためには、

どういった適切なネットワークが必要なのかということをお考えいただいて、

今後さらに検討を急いでいただければというふうに思います。 

 

（高橋教授） 

 きょうのこの話と若干ずれる感じはあるんですけれども、医療・介護連携担

当の山本審議官がおられるので、医療と介護の連携というのはほとんど進んで

いないのですが、これから進んでいかないといけないし、多分進むだろうと思

っているんですけれども、医療のほうは今ミニマムデータセットができて、そ

れが何らかの形で回っていくだろうということは想像にかたくないんですけれ

ども、逆に医療の人が介護でどういう情報が欲しいのかという視点から考える

と、いつまで元気で、どういうふうに終わっていって、どこの施設にいつまで

いたかという、その本人の履歴がぱっと見られるというのが多分医療関係者と

して一番興味のあるところですね。 

 あとは、医療関係のコンプライアンス、要はちゃんと治療を受けてくれるか

どうか。この辺が本命かなと思うんですけれども、元気かどうかということに

関していうと、ADL的な指標が共通であって、半年に１回くらい定期的にとって

あってというような履歴があると、非常に連携のところで役に立つのではない

か。 

 だから、そういう動きというのは本格的に動いていないんですけれども、ぜ

ひ介護の情報、医療と行き来するときの提携化というものを見据えた議論とい

うのは今後進んでほしい。リクエストしてちょうどいい時期なので、出してお

きたいと思います。 

 

（山本厚生労働省大臣官房審議官（医療介護連携担当）） 

 この後の議題でも医介連携についての話がされると思いますけれども、本日、

迫井審議官のほうから御説明した内容につきましても、医療関係者だけではな

くて最終的には介護事業者も一部情報を共有することができるようにするとい
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う視野で考えてきたところでございます。 

 費用対効果に合わせるためにはどういう仕組みにしていったらいいのか検討

する中でいただいた御指摘についても、どういう形でそれを実現していくか検

討していきたいと思っています。 

 

（今村副会長） 

 PHRについてぜひ確認させていただきたいのですが、国民一人一人が本当に自

分の健康に注意を払うために、生涯の健診情報を含めて確認できるのはすごく

大事なことだと思うんです。 

 ただ、今でも自分の健康に注意している人というのは必ずしも全国民ではな

くて、無関心な人もたくさんいらっしゃる中で、PHRサービスが非常に利用しや

すいものであるとか、それを活用することで、こんなことができるんだという

ことを認識できるような仕組みは、すごくそういった人たちを増やすことにな

ると思っています。資料の20ページにPHRサービスという書き方で書かれていま

すが、サービスという以上は対価が多分必要になる。ということは、利用者が

お金を払うという仕組みなのか。利用者は無料で自分の例えば特定健診データ

などを確認することができるのかどうか。 

 その際に、アプリというお話がありましたが、アプリを一体誰がどのように

提供するのかというのもちょっとよくわからない。例えばＡ保険者からＢ保険

者に移ったときに、Ａ保険者のデータとＢ保険者のデータは同じアプリで提供

されるのか、それともそれぞれ別々のアプリを活用して提供するのか。 

 極めて現実的なお話ですが、そういうことがちょっとわからないものですか

ら、もしわかっていれば教えていただければと思います。 

 

（山本厚生労働省大臣官房審議官（医療介護連携担当）） 

 今、20ページの絵で御質問されたというふうに理解しておりますけれども、

ここでこれから構築しようとしている特定健診データと薬剤情報の照会・提供

サービスとあるのは、オンライン資格確認の仕組みを活用して実現をしていき

たいというサービスでございます。 

 それで、下のほうにちょっと細かい字が書いてございますように、法的な構

成としてはまず御本人の同意を問診の際にとっていただいて、医療機関、薬局

は本人にかわって情報を支払基金・国保中央会に照会をしていくという仕組み

なんです。 

 

（今村副会長） 

 この20ページはですね。 
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（山本厚生労働省大臣官房審議官（医療介護連携担当）） 

 それで、この仕組みを動かしていくために、具体的にこのようなサービスの

範囲はどこまでにすべきか。これは、ランニングコストの費用負担は誰がする

のかという問題としてかかってきますので、オンライン資格確認の仕組みを使

うということは、すなわち保険者の仕組みとして、保険者で負担をしていくと

いうことを前提に、どこまでのサービスならば許容されるだろうかということ

で議論をしているところでございます。 

 それで、具体的にはこれはまだ議論のさなかでございまして、先生もお入り

いただいており検討会で議論されておりますので、よく御案内のことと思いま

すけれども、保険者であるとか医療関係者、行政が入って具体的なサービスの

範囲、それからディスプレイの仕方をどうするのか、費用負担はどうなるのか

などについて引き続き検討しているというところでございます。 

 

（今村副会長） 

 私が20ページと言ったのは、このサービスという言葉だけに限って申し上げ

たので、ちょっと誤解を生じたかもしれませんが、医療機関でそのデータを見

るという話ではなくて、あくまでも個人一人一人が自分で見たいときにそのデ

ータを見ることができるというとき、アプリというものを活用するのであると

すると、アプリはどのように提供されて、そのサービスに対するコストはどう

いうふうに考えられているのか。そういうことをちょっと伺いたかったという

ことです。 

 

（山本厚生労働省大臣官房審議官（医療介護連携担当）） 

 これについては、個人が見る手段としては、まずはマイナポータルで閲覧で

きるという仕組みを考えているところでございます。 

 

（今村副会長） 

 特定健診のデータはですね。そうではなくて、例えば個人のデータというの

はほかにもいろいろあって、先ほどの総務省のように、例えば予防接種のデー

タや、乳幼児健診、学校健診などが全部アプリという形でしか確認できないと

なると、一人の方が一生涯いろんなデータを見るにしても、結局スマホの画面

に10個アプリが出てきますというような話になるのかどうかと、その利用に対

するコストはどういうふうに発生するのか確認したいということを申し上げて

いるんです。 
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（赤澤総務省大臣官房審議官） 

 総務省の名前が出ましたので、若干御説明をさせていただきたいと思います。 

 PHRサービスは、私ども総務省の資料の２ページで御説明させていただきまし

た①と②は自治体のモデル、それから③は保険者のモデルだと思っております。

それで、自治体には乳幼児の健診の結果とか健康診断の結果とかがあって、そ

れといろいろな情報を集めてやるということになると思います。 

 それで、例えば３ページの前橋のデータ等をご覧いただければ、恐らくこの

前橋の例で言うといろいろなデータを市町村、自治体が主体的にコントロール

しつつ、アプリというものを自治体ベースで用意をしてくる。そういうものを

母子に持っていただくことによって、日々確認できるというようなシステムに

なっているのではないかと思います。 

 そういう意味で申し上げれば、先生が御指摘のように、Ａ市町村とＢ市町村

の間のアプリをどうするんだという問題が当然出てくると思います。また、Ａ

市町村からＢ市町村に移ったときにどういうふうにするんだという問題も当然

出てくるところでございまして、そういうところの部分というのは私どもとし

ても今年度そのルールの在り方みたいなものもありますので、検討していくべ

き課題だと考えているところでございます。 

 

（今村副会長） 

 ありがとうございました。結局、課題としては先ほどの全国の医療保険情報

のネットワーク化と同じで、全体としてコストも考えながら、利用者が本当に

利用しやすい形のものをぜひ考えていただきたいなというのがお願いでござい

ます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 では、どうぞ。 

 

（武井厚生労働省健康局健康課長） 

 厚労省の健康課長でございます。 

 今村先生から御指摘があった点の中で、今後の利活用の部分をどう考えてい

くかというところがポイントになるかなと思います。 

 通常、このPHRで今まで説明してきたものについては、無料のサービスでマイ

ナポータルを１つのビューアーとしてそれぞれの健診結果などが見られるとい

うところでございます。そのアプリや、もしくはほかのサービスなどでさらに

その付加的な情報が見られるということに関しては、これは今後の検討でまだ

決まっているわけではないんですけれども、民間事業者のさまざまなサービス
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との接続ですとか、それから利用というのが今後考えられると思います。 

 そういったものについても、あわせて今年検討してまいりたいと思っており

ますので、今、先生から御指摘のあった点についても今後答えられるような形

で準備を進めたいと思います。 

 

（翁理事長） 

 ちょっと事実関係というか、マイナポータルで特定健診とか薬剤情報を見ら

れるようになるということですが、これは大体、経年変化で何年間ぐらいを個

人は見られるようになることを想定されているのかをお伺いしたいです。また、

今後の取り組みとして、この24ページで赤く囲んであるところに、その他の健

診情報なども本人に電子的に提供する仕組みの検討というのがございますが、

その他の健診・検診情報というのは具体的にどういったものをイメージされて

いるのかということをお伺いしたいと思います。 

 

（武井厚生労働省健康局健康課長） 

 お答え申し上げます。まず、どれぐらいの期間ということは、これからどれ

ぐらいデータが保存されているかということとつながってくると思うのですが、

現状を申し上げます。現状は５年間ですので、５年間のデータが継続的に見ら

れるようになります。 

 ただし、今、電子データで長期に保存ができますので、この健診期間につき

ましても今後重要な検討課題というふうに認識しております。 

 それから、その他のサービスでございますけれども、御指摘いただいたよう

に、現状、特定健診、乳幼児健診などのデータがこれから見られるようになっ

てくるわけですが、それに加えてどんなデータがその俎上にのってくるかとい

った御質問かと思います。これはまだ決まっておりませんが、例えばの話で申

し上げますと、健康データ等については健康増進法に基づく検診というものが

ございます。これは、例えば骨粗しょう症検診とか、それから歯周疾患検診な

ど、さまざまな検診がございます。これは、クリアすべき技術的な課題や、い

ろいろ検討すべき事項はあるんですけれども、そうしたものが現段階では考え

られるかなと思っております。 

 

（今村副会長） 

 今、武井課長からお話があった骨粗しょう症検診というようなものは非常に

大事なものだと思っていまして、自治体ごとに多分取り組みが違っていて、い

わゆる自治体の権限でいろいろなやり方をされていると思うんですね。 

 それで、地元のことを申し上げて本当に恐縮なんですが、物すごく膨大なア
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ンケート結果を紙ベースでとって検診をして、骨量の骨密度の低い人について

は専門医療機関に照会して、治療が必要なのか、単にこれからの継続的な管理

でいいのかを判断するというようなことを自治体でやっています。しかし電子

化されたデータになっていないために、そのアンケート結果が全く活用されず、

そして単にお一人お一人にとってはメリットのあった検診かもしれないのです

が、地域全体としてはそのデータが有効に活用されていないということがあり

ますので、先ほど例に挙がった骨粗しょう症だとか、歯周病検診だとか、そう

いったものは今後、物すごく高齢化の中で重要な検診になってくると思います。

国の仕組みではないというのはおかしいのですが、自治体がやっておられるこ

となので、どのようにそういったものを活用する仕組みをつくるかというのは

すごく現場としては重要だなと思っております。 

 

（武井厚生労働省健康局健康課長） 

 今、今村先生から重要な御指摘をいただいたというふうに認識しておりまし

て、年内にどういうスコープでこの検診というものを考えていくかという点に

ついて、しっかりと検討を進めてまいりたいと考えております。 

 

（翁理事長） 

 総務省のほうからいろいろな実証モデルについて御説明をいただいたんです

けれども、これは厚労省と総務省の間でどういうふうな連携をとりながら、こ

ういったことの課題を共有しておられるのかということについて、教えていた

だければと思います。 

 

（赤澤総務省大臣官房審議官） 

 私どもの実証の関係は、当然厚生労働省さんのほうに御説明させていただい

ておりますし、この件に限らず、私どもがいろいろやっているものにつきまし

ては、厚生労働省さんにもオブザーバーとして入っていただいていろいろ御議

論いただいている経緯がございますので、先ほど31年度の検討事項についても

御紹介させていただきましたが、私どもとしてはオブザーバーみたいな形かど

うかわかりませんけれども、ぜひ厚生労働省さんと十分連携させていただいて、

お互いの情報共有を進めながら進めさせていただきたいと考えているところで

ございます。 

 

（翁理事長） 

 あとは、経済産業省のほうで随分この民間投資、ヘルスケアIT投資が米・欧・

中・日とすごく違いがあるんですけれども、このあたりはどういうふうにこの
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背景を整理されているんでしょうか。 

 

（経済産業省） 

 江崎が公務のために退席しましたので、代理でお答えします。 

 このあたりの背景という意味で申し上げますと、例えばアメリカに関して申

し上げれば、そもそも日本と医療制度の根幹が全く違うというところがござい

ます。アメリカが大きく突出しているというのはご覧のとおりなんですけれど

も、日本とは全く違って、保険制度も民間で導入されているということもあり

まして、そういったところは冷静にというか、日本と違うところとして捉えな

ければならないなと思っている部分はあります。 

 逆に、日本は厚生労働省さんの施策の中でしっかりと医療サービスというも

のは全国的に展開されています。一方、特にヨーロッパとか中国は医療アクセ

スに関して問題があり、そういったところで新たなサービスというのはどんど

ん出てきているんですけれども、そういったところは日本とは少し異なるのか

なと思っています。 

 まとめて申し上げると、アメリカでもヨーロッパでも中国でも現実的な医療

のニーズといいますか、課題に応じたサービスというものが幾つか出てきてい

るというような形になっております。日本に関しても、今後はやはり生活習慣

病への対応であったりとか、認知症への対応であったりとか、そういったとこ

ろで患者の日常生活であったり、そういったところのデータをいかに活用して

いくかというところが重要になってくる。そういったところには、まだIT分野

への投資というものが拡大する余地はあるかと考えているところです。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 よろしいでしょうか。それでは、続けて次の議題に移りたいと思います。次

の議題は、「介護現場におけるICT化、書類削減など業務効率化に向けた取組」

についてというトピックスでございます。それでは、本件につきまして厚生労

働省から御説明をお願いしたいと思います。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 厚生労働省大臣官房審議官の諏訪園でございます。どうぞよろしくお願いし

ます。 

 お手元の資料４でございますけれども、おめくりいただきまして１ページ、

足元もさることながら2040年を展望してどうして考えていくかというときに、

幾つかの柱立てがあると思っています。一億総活躍ということで、高齢者、若

者、女性、障害者、誰もが活躍できる社会を目指すということ、それからイノ
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ベーションのフル活用、それから社会保障を社会保障としてだけ捉えるのでは

なくて農福連携、あるいは金融サービス、高齢者向けの金融サービス、住宅な

ど、関係の政府の施策とも連携を図りながら、そこに新しい一手を見出してい

くというのがございます。 

 下の棒グラフにありますように、医療福祉のために必要な需要ベースでの人

材が、全体の人口が減っていく中でむしろ増えていく。こういうため、多様な

就労社会参加や健康寿命の延伸とともに、きょう御説明する医療福祉サービス

分野での生産性向上のための改革が必要だという認識でございます。 

 具体的な話に徐々に入ってまいりますが、２ページ目ですけれども、そうし

た中で「医療・福祉サービス改革プラン」というものを今年の夏に策定したい

ということで、2040年の生産性向上に向けた目標や、2025年度までの工程表を

つくっていきたい。特に、大きく分ければ４つの改革を行ってまいりたいと考

えております。 

 １つ目がロボット・AI・ICT等、そして今、御議論があったデータヘルスの改

革。 

 それから、２番目としてタスクシフティング、シニア人材の活用推進という

ことで、医師から看護師、看護師から看護助手、あるいは事務職へ仕事、タス

クをシフトさせる、あるいは元気な高齢者を現場で活用できる道を開く。 

 それから、やはりトップの意識改革という意味での組織のマネジメント改革。

さまざまなガイドライン等々をお示ししながら、優良事例もお示しして気づき

を促していく。 

 それから、経営の大規模共同化ということで、この後の次世代の協議会でも

議題になるかと思いますが、そうした医療機関、あるいは社会福祉法人につい

ても経営の大規模化、あるいはそこの一歩手前なのかもしれませんが、協働化

というものを促していく。大きく分ければ、この４つの柱を立てて施策を今、

整理しているところでございます。 

 具体的な例として、Ⅰ番目の例、「人と先端技術が共生し、一人ひとりの生

き方を共に支える次世代ケアの実現」ということで、これは2040年の理想的な

姿をいわば描いて議論していただいて、そこからバックキャストしてどういう

アプローチが必要なのか、そしてそのために必要な中長期を目指した技術開発

はどの辺に行うべきなのか、あるいはそういうものを考えるときに政府部門、

政府なのか、あるいは研究開発を推進するための独法なのか。そうした研究開

発投資の戦略を練るインテリジェンス機能、技術におけるインテリジェンス機

能というものを充実させる必要があるんじゃないかといった議論をしていただ

きました。 

 そうしたものを踏まえて今後施策を打っていきたいと考えておりまして、今
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の話は４ページ目に少し具体的な報告書を書いてございます。左上の隅、ここ

がデフォルトの問題意識であり、典型的には担い手不足である。こういったも

のが今後どうやって解決すべきなのかということであり、単に人とロボットを

置きかえていくというだけにとどまらずに、人と技術を共生させてその人なり

の価値を届け合うことができるようなことができないか。 

 例えば、介護ロボットという概念も、生活を支援するのか、介助をするのか

というのがありますが、仮に生活支援することができればヘルパーの仕事は間

接介助はなくなって、直接の身体介助だけになってくるということがあり、実

際、現実にも今、家庭にお掃除ロボットや片づけロボット、あるいは遠隔操作

で調理や洗濯をするロボットというのが開発されているんだという報道がござ

います。そうしたものが家庭にもし入ってくることを前提に、その時点での医

療や介護というのを考えると大分違ってくるんじゃないか。 

 そういった議論をして、例えばテクノロジーを前提とするとインクルージョ

ンやダイバーシティというものすらまた違う形になるんじゃないかというのを

さまざま議論していただき、後で御紹介するような新技術の研究開発の方向性

も御提示いただいたところでございます。 

 今後は６ページにございますように、こうしたメンバーで御議論いただいた

わけですが、必要に応じて研究班を立ち上げて、実際に研究開発を進める前に

戦略的な議論を少ししておくということと、それからしっかりした予算要求を

して、こうした研究開発が取り組めるように経済産業省とも連携しながら進め

ていきたいということを考えております。 

 また、CSTIや内閣府でもさまざまな大規模な研究開発が取り組まれているの

で、そうしたところとも連携を図っていきたい。 

 また、社会実装を進める際には、政府内の他プロジェクトの連携も視野に入

れながら、今後そうした大きな枠組みのもとで取り組みをしていきたいという

ことで考えているところでございます。 

 ７ページ目以降は、そうした議論をした３つのカテゴリーにおける理想的な

姿と、それを実現するための方向性や、どんなものを開発することがそのとき

期待されるのかといったものをまとめておりますが、時間の都合で御紹介は省

略したいと思います。 

 10ページ目以降はむしろ少し違いまして、2018年の成長戦略でも御指摘いた

だいたさまざまな分野の取り組みがどう進んでいるのか、あるいはどう進めて

きて、今後どうしていこうかということについて御紹介できればと思います。 

 まずこの分野でございますが、11ページで、30年度予算で介護事業所におけ

る生産性の向上のための普及啓発事業という予算を計上しまして、生産性向上

のガイドラインの作成等を行っていくということを目標としたわけでございま
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す。生産性向上のために、横展開をするためにガイドラインをつくっていく。

そして、それを団体で共有してもらう。 

 それをさらに横展開をしてもらうということでございまして、12ページ目に

ございますように、これはことしの３月に施設や在宅サービスについての生産

性向上のガイドラインを策定いたしまして、関係団体とも共有を図ったところ

でございます。実際に、業務改善をどういうステップでやっていくのか。その

解決のステップをなるべくわかりやすく、実際の福祉現場、中小企業のような

サイズの規模の事業所も多うございますので、そういった方たちの心に届くよ

うなわかりやすいものを心がけて見える化ツールなどもつくる。 

 具体的には、13ページにあるような７つのカテゴリーについてそれぞれどん

なことをすればいいのか。まず、業務を見える化し、何が必要で無理、無駄、

ムラがないのか。その中で、それぞれの職員の役割がミスマッチや、かぶった

り、業務全体に無駄がないかといったことを見直していただき、その上で、で

は手順と役割を議論して整理していただくといったわかりやすい取り組みを示

したつもりでございます。 

 15ページ以降は、在宅サービス向けに同様につくったガイドラインでござい

ます。概要は省略させていただきます。 

 17ページでございます。こうしたガイドラインづくりと並行しまして、こう

したガイドラインを政府と団体トップだけで共有するというよりは、もう少し

大きな構えで、全体で共有できないかという問題意識で「介護現場革新会議」

というものを立ち上げまして、ここに掲げておりますような関係の団体に参加

いただきました。 

 そして、基本方針として３つのカテゴリーで整理しております。 

 まず、「人手不足の時代に対応したマネジメントモデルの構築」ということ

で、業務の洗い出し、ベッドメイキングとか、食事の配膳とか、特に施設系は

ホテルと同様の仕事がある。こういった周辺業務については、例えば介護助手

ということで参加いただいているような元気高齢者の活躍、あるいはシニアボ

ランティアという方たちに担っていただくべき行事があるんじゃないか。そう

すると、介護専門職が担うべき業務に重点化できるんじゃないかというのがま

ず１つです。 

 それから、「ロボット・センサー、ICTの活用」、特に時間がかかっているの

はケア記録を手入力する。手作業で書くというのが、音声入力ができるとかな

り楽になるという調査も多々出ておりますので、そうしたものを踏まえたケア

記録のための音声入力システムや、あるいは見守りセンサーが入ると夜勤が軽

減できるということで、見守りセンサーの導入といったものが有効であること

をお示ししております。 
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 また、「介護業界のイメージ改善と人材確保・定着促進」のための各種の取

り組みについても取りまとめたところでございます。 

 18ページでございますけれども、こうした生産性向上推進事業を本格展開す

るための予算を計上してございまして、まずはこの生産性向上ガイドラインを

普及していく。それから、それを普及したところで実際アウトカムがどうだっ

たかを測定する。それを踏まえて、さらに生産性向上ラインをバージョンアッ

プするというPDCAサイクルを同時に内包させて、こうした現場での実践の取り

組みを支援していきたいというふうに考えています。 

 また、先ほどの介護現場革新会議においても、団体と自治体とで幾つかパイ

ロット事業を進めていこうという話がございます。普通の横展開と同様ではあ

りますけれども、象徴的なものとしてそうしたものも取り組むことによって、

目に見える形で業界関係者に生産性向上の取り組みについてもっと目を向けて

もらう。ここが大事なところかと思っております。 

 19ページからが「ロボット・センサー、AI技術等の開発・導入」というとこ

ろでございます。 

 20ページに未来投資戦略、昨年の閣議決定を掲げさせていただいております。 

 これを踏まえて取り組みましたものが、21ページ以降でございます。 

 まず、介護ロボットの開発支援につきましては経産省と連携をしております。

民間企業・研究機関等のサイドの機器の開発支援は経産省中心に。そうしたも

のを開発するに当たって、その開発の早い段階からニーズを伝えたり、あるい

は試作機器について実証するといったことは厚労省中心に取り組みをして連携

をしていくことでございます。 

 先ほどの成長戦略にありましたように、赤枠の装着、トイレ誘導等々の新し

い開発重点分野を策定して、これを29年10月に改訂して追加したので、今これ

を中心に開発支援を行っているところでございます。 

 また、全体として22ページにありますように「介護ロボット開発等加速化事

業」と、先ほどニーズとシーズをつなげるということで緑にペーストしてあり

ますが、ニーズ・シーズ連携協調のための協議会というのを50カ所全国に設置

いたしまして、介護現場での声を拾う、あるいはベンチャーの考え方を伝える。

そういった役割を今、立ち上げたところですが、これをもっと強化していきた

いと考えています。 

 それから、福祉用具・介護ロボットの実用化支援も行いますし、介護技術開

発支援モデル事業を行う中で、厚労省としても先ほど言いましたように主とし

て右側の「モニター調査」「効果的な介護ロボットを活用した介護方法の開発」

といったことを中心に取り組んでいきたいということでございます。 

 それから、23ページに同じく「地域医療介護総合確保基金を活用した介護ロ
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ボットの導入支援」ということで、この活用を図り、１機器当たりの上限額も

増額した上で介護ロボットの導入を支援しているところでございます。 

 それから、24ページ目が「介護分野におけるICT化の推進」でございます。こ

れも未来投資戦略、昨年のものを踏まえた現在の取り組みを御報告させていた

だきたいと思います。 

 まず「介護現場におけるICTを活用した情報連携に関する調査研究」、これは

平成30年度に実施しました。介護事業所の業務効率化を図るためにICTというこ

とでございますが、ベンダーの介護ソフトが違うという介護事業所間でデータ

のフォーマットが不統一であることから、円滑な情報連携が行えない。特に、

ケアマネジャーのところとヘルパーのステーションとの間でベンダーが違って

ソフトの連携ができないと、ファックスでケアプランを送り合うという現状に

あるのが大半でございます。 

 これを直していくためのまず第一歩として、このフォーマットを統一するた

めの実証研究を実施して標準仕様を作成したところでございます。このイメー

ジ図にございますように、ケアプランは省令で定めた規則があって、これを入

力する際にさまざま打ち込むわけですが、男性、男、女、あるいは１と２、あ

るいはメール、フィメールのＭとＦといったようなところが違えば、なかなか

うまく分析もおぼつかないようなところがあって、そういったところから共通

化を図っていく。これを、今年度は後ほど御説明する基金による導入支援事業

などを活用しながら普及展開をしていきたいということでございます。これを

やると、ケアプランをデータでやりとりができるようになってくるということ

でございます。 

 それから、27ページでございます。先ほど高橋委員から御質問がございまし

た話に関連するものでございますが、では医療・介護連携はどうするのかとい

うことでございます。この医療・介護連携のデータの標準化を図っていくため

に、まずどういうところからやっていくのかということで、30年は総務省の事

業をやっていただいて、そこに我々が参画する形で作業を開始したところでご

ざいます。 

 まず第一歩として、厚労省が様式を定めている「入院時情報提供書」及び「退

院・退所時情報記録書」について標準仕様案を作成して、医療機関とケアマネ

事業所の間のICTを用いた情報連携の実証を実施しております。これにより、医

療機関との情報連携にかかるケアマネジャーの負担が削減されるといったメリ

ットなどが検証されました。 

 なお、現在はケアマネジャーが病院に紙の様式を持参したり、事業所の業務

システムと同じ情報を医療・介護連携システムに再入力するという作業が発生

しておりますし、初めて行った病院で、そもそも何で来たんですかというよう
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なことが始まることもなくはないという中で、今こういう形でまず第一歩、標

準化を進めているという実証事業を30年は総務省にやっていただきながら、そ

れを協働でやっていました。 

 それで、28ページでございますが、次のステップとして「介護事業所におけ

るICTを通じた情報連携推進事業」でございます。この実証事業を踏まえまして、

次は31年度、真ん中の「事業内容」の最後の３行ですが、31年度には医療・介

護連携に必要な情報について一定の標準仕様を作成するとともに、介護事業所

に求められるセキュリティー基準の作成を行う。先ほどの実証事業をもとに、

一定の標準仕様の作成を行っていきたい。 

 それから、介護事業所に医療情報が提供されるわけですので、誰でも扱って

いいというわけではございませんので、医療情報のセキュリティーに関しての

ガイドラインを介護事業所でコンプライアンスとして保てるのかといった分析

を行って、必要なセキュリティー基準の作成も行っていくといったことに取り

組んでまいりたいと考えております。 

 そして、29ページでございますが、先ほど申し上げました新しく行った標準

化の取り組み、この標準化をするソフトですね。そういうソフトであるという

ことをまず前提とし、かつこの真ん中に【要件】が書いてございますが、介護

ソフトが単にケア記録だけをつくるとか、あるいは介護報酬だけができるので

はなくて、介護記録を作成し、それが事業所内で情報共有され、そして介護報

酬請求書が自動的に流れていくソフトであるということですね。それから、先

ほど申し上げました標準仕様に準じたものを取り入れてあって、ケアマネ事業

所など、他との事業所との連携ができるもの、こういうものについて助成して

いきたいということでございます。 

 最後に、文書量の削減の取り組みでございます。これについても、御指摘も

あり、さまざま取り組んでまいりましたが、ちょっと立ち返って文書の現状を

まず最初に御説明したいと思います。 

 まず、行政が求める文書と、事業所がみずから作成・保管する文書と分けら

れるかと思います。行政が求める文書は、まず最初に介護サービス事業所を開

きますということで指定を受けたいときに指定申請の関連文書、これは新しく

つくるとき、あるいは６年ごとの更新時とか、業務内容等に変更があったとき

に提出をいただく。 

 それから、毎月の介護報酬の請求をするときの文書、これは毎月の請求をす

るときと、それからそういう加算を取得できるための要件が合致している確認

のために、必要な人員配置や機材を持っているのであるということを証明する

添付書類を出す。つまり、それで新規に加算の請求ができる事業所であるとい

うことを説明する年１回ないしの新規の請求と、それを変更したとき、それか
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ら毎月の請求というものでございます。 

 それから、数年に１回でございますが、事業所に対する指導監査を行うとき

に事前に用意してほしいもの、あるいは当日に提出を求められる文書と、こう

いったものがございます。 

 それから、日々作成するものとしてはケア記録ということで、まさに介護職

員がケアの記録を入力するという問題、これは先ほど少し御紹介しましたが、

音声入力など、あるいはiPadでのタッチ入力などが有効だということをあらゆ

る機会を捉えて伝えるし、基金での助成も行っていくということでございます。 

 青いほうですけれども、これにつきましてもう少しお時間をいただければと

思うのですが、指定関連申請文書は実は昨年もう既に取り組みを開始しており

まして、省令を６月に改正して昨年の10月に施行をし、幾つかの項目の省力化

を図っています。 

 報酬請求関連文書ですが、昨年の老健事業で見直しをしたところでございま

すが、毎月の提出というのは国保連合会を通じて全国共通の電子化で請求して

おりますので、そこは余り問題なくて、むしろ先ほど申し上げた新規に加算取

得するような添付書類が自治体でもまちまちであったり、負担感も厚労省の求

めが大きいというものもあって、今はそういうものをどう見直すかという問題

意識になっております。 

 それから、指導監査の関連文書も昨年の老健事業で実施して、後で御紹介し

ますが、一定の見直しを図って、少し自治体事務の標準化を図っていきたいと

いうことを考えております。 

 それで、具体的なところでございますが、33ページが既に行った「指定申請

に関する文書削減の改正」の内容でございます。赤枠を、削減してよしという

ことにしたものでございます。 

 それから、34ページが「実地指導における文書量の削減」でございます。実

地指導において確認する作業の項目として、標準項目を新しく提示しようとい

うものでございます。これは、その青枠の右側に点線で書いてあるんですが、

実は制度発足当時に主眼事項及び着眼点というマニュアル、監督指針みたいも

のを出しておりました。それで、それが昨今の地方分権の流れでどうかという

ことで18年に廃止したわけですが、逆に自治体のほうでそれを具体化、詳細化

をして、さらに進んでいってしまった面があるということで、やめてしまった

のを今回改めて再提示しよう。 

 ただし、その際には確認項目数は制度発足当初と比べても半減させるという

考え方のもとで再整理して、これだけを標準的な確認項目としてはどうですか

ということを自治体に示したいということでございます。 

 それから、国民起点PTという自民党のプロジェクトチームが先ほどの紙と同
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じく４月15日、先週月曜日に発表した資料にございますけれども、さらなる改

善をどう進めていくか。電子化などを進めるときにも同様な話がございますが、

自治事務であるがゆえに様式、書式を国が統一することがなかなか困難である

という実態がございます。ですから、介護保険の分野についても同様なんです

けれども、そこは今度社会保障審議会の介護保険部会のもとにこのワーキング

グループを立ち上げまして、地方団体、それに事業者、あるいは我々も入って、

有識者にも入っていただいて統一・効率化、あるいは標準化、さらには統一化

できるものは統一化するといった議論を、みんなで共同の中で共同参画してや

っていってはどうか。国から命令もできないですし、かといって地方の現場で

もやはり事務を共通化させたほうが楽じゃないかという危惧があるのも事実で、

いろいろな電子化の妨げになってはいないかという危惧も実際にはある。 

 ただ、事業所が言うほど、何でも簡素化すればいいというわけにもいかない

という思いもある。そうであれば、みんなで一緒に議論をして取りまとめてい

ってはどうかということで、2019年度以降、今年度はこれをワーキングで検討

して、できれば年内目途に一定の取りまとめ、方向性を出していって、介護現

場での業務の効率化、負担のために資する見直しをしていきたいということで

ございます。 

 ちょっと長くなりましたが、以上でございます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、この御説明を踏まえて御意見、御質問をお願いしたいと思います。

高橋先生からお願いします。 

 

（高橋教授） 

 必要なことはほぼ全て書かれているけれども、これが本当に、介護の分野で

実現できるかどうかということが疑問です。医療は先端機器を使って変わるぞ

という雰囲気が業界全体で強くて、人工知能を何とかやらないとうちの病院も

困るんじゃないかというような話があるんですけれども、介護のほうになると、

この先端機器を取り入れた一部の非常に限られた施設で熱心にやっているけれ

ども、全体的にいうと医療に比べて非常に低いという感じがしております。 

 それで、このガイドラインを示して、どういう形で生産性の向上を上げてい

くかという13ページ目でしょうか。「業務改善の取組」という形で手順が書い

てあるのですけれども、これに近いもので私がぱっと思いつくのが、ICFを入れ

て、PDCAサイクルを回して、それで介護の割を変えようというようなことを14

～15年前にやったと思うんですけれども、何となくこれを思い出しながら聞い
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ていて、現場は空回りしてなかなか変わらなかった。 

 それで、一応自立支援的な形で、やってあげる介護からやってもらう介護へ

と、言葉はああ言ったけれども、実質見ていて、昔と介護のやり方はそんなに

変わっていないなという感じを受けたということなんです。 

 それで、実際にここの13ページに示されたような手順ということが、教育課

程においてなかなか浸透していなくて、いきなりこういう形で自発的という形

になると、それだけではなかなか変わらないなという感じがします。そうする

と、実際にこれと連動して変わるときに、制度的に例えばこの間、介護報酬で

センサーを入れたときに0.1人分、人員換算できたのが、こういうものを拡大し

ていくとか、制度面と両方でリンクして進めていくということが１つです。 

 あとは、こういう取り組みが進んでいくときに、インストラクターをどうい

うような形で育てて、それでフォローアップ体制をどういう形にしておくかと

いうのは非常に重要だなと、これは介護の現場は人がいないので何とかしない

といけないと、介護の思いは強いんですけれども、仕事のやり方を変えるとい

うことに関しては物すごく抵抗感が強いという感じがありますので、感想的な

話にはなりますけれども、まず１つ目としてこういうものを進めつつ、介護報

酬とか、それからいろいろな制度を変えていくというようなところでこういう

ものを誘導していく形でぜひ進んでいただきたいというのが１点目の私の希望

というか、聞かせていただいたときの印象であります。 

 それで、13ページでありますけれども、具体的にこういうものを進める計画

というのは進んでいるんですか。こういう講習会をやって、それで施設系の人

たちにこういうものを勉強していただくというのは。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 ３月に関係団体に集まっていただいて、このガイドラインの策定をみんなで

確認して、これから各団体はそれを展開していくという状況でございます。 

 それから、先ほどの基金事業でも、このガイドラインを活用した取り組みを

したい場合には、基金からコンサル費用の一部を助成するといった措置も講じ

てございますので、今は都道府県にそのメニューの採択を呼びかけているとい

ったところでございます。 

 今後、まだ具体的に何月に何をというところまでいっておりませんが、この

つくった手引をそういう基金事業とか、先ほどのパイロット事業だけではなく

て普通に使ってもらえるようにどうやって取り組んでいくかというのは大きな

課題だと思っています。 

 おっしゃるとおり、つくったけれども活用されず終わりになったらばかばか

しいので、そこをどうしていくのかというのが大きな課題だと思います。 
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（高橋教授） 

 これもICFと違ってこれをやらないと、本当に人手不足でどんどんユニットが

閉まっていくとかという事態になりかねないので、これはさっき言った介護報

酬なども絡めてかなりイニシアチブを持って進めていかないといけないという

形で、ぜひそういうふうにお願いしたいと思います。 

 第２点目ですけれども、ロボットとか機器を入れた場合、施設に行ってお話

を聞いた場合に責任がどうなるんだという話が必ず出てきて、事故が起きた場

合にセンサーを入れていて、それで見落とす場合もありますし、それから自立

支援の機器を入れて事故が起きるようなときもある。そういうとき、まずは法

整備的なものがどういうふうに進んでいるか。それから、現場に対してどうい

うふうな説明をしながらこういうものの機器導入というのが今、進んでいるの

かということをお聞かせいただければと思います。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 ここで、介護現場で使われる機器と、医療現場での機器は大きく違っている

ということがまず大前提にあるというのは、皆様御承知のとおりでございます。

医療機器につきましては、申請承認プロセスがございます。 

 一方で、介護で使われる機器については、そういったものではございません。

いわば、自宅での介助機器はある種、家電製品と同じです。それは施設でも同

じでございます。ですから、いわば製造物責任の法体系で規律されるものです

し、消費生活用品ということで重大な事故が発生したら消費者庁に届け出ると

いった、消費生活用製品安全法でしたでしょうか。そういったもので規律され

る物品、製造物であるということがございます。 

 

（高橋教授） 

 センサーもそうなんですか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 センサーも消費者向けの機器であり、あるいはその製造物と考えられますの

で、製造物責任法の体系にある要件に合致する場合には、なり得るという理解

でございます。現状は、そういうことでございます。 

 それを前提にして、今、介護の現場ではAIとかICTの機器であろうが、普通の

車椅子であろうが、事故が起こったらまず市町村にきちんと報告をする。それ

で、損害についてどういうことが起こったか、きちんと報告するし、また、あ

らかじめ中でちゃんと委員会を立てて、そもそも事故が起こったときにどうす



36 

 

るかという手順も決めなければいけませんし、そういう報告、あるいは家族へ

の説明もしていく。 

 それから、損害保険に加入していただくことを勧めており、医療現場でも、

医療過誤訴訟の保険がかなり普及していると聞いておりますが、介護現場でも

90％以上の事業所が損害保険に加入しているんだというデータを最近ちょっと

見た記憶がございます。 

 

（高橋教授） 

 わかりました。 

 それからもう一点、26ページ、27ページで情報のフォーマットの話なんです

けれども、介護の場合に先ほどもちょっとお話しいたしましたが、時系列的に

どう変わったかという話が非常に重要で、これを見ていると単発の情報が見ら

れるというイメージなんですけれども、これは横に時系列的に並ぶというイメ

ージの図と見ていいのか、もう少し先の話になりそうなのか、どういう感じで

しょうか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 まずは先ほども議論がございましたが、なるべく現場において負担とならな

い、どちらも、みんなが使えるミニマムセットからというような話がございま

した。恐らくそういうこともあって、まずは入退院時の記録書というものにつ

いて、医療・介護の連携事業として第一歩を踏み出したところでございます。 

 それで、その先、先生がおっしゃるようにどういった過去の介護のケア記録

までつなげるのか。 

 

（高橋教授） 

 記録まで要らないんですけれども、さっき言ったADLとか、それからどこにい

たかとか、場合によってはどういう薬を飲んでいたかとか、ある情報に関して

は時系列的なものが非常に重要になってくるし、それがすぐ必要になってくる

と思うんですけれども、それはあらかじめ少しスコープに入れておくべきじゃ

ないかなということでお話ししたんです。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 全く、重要な御指摘だと思っています。その辺、どこまでをスコープに入れ

るかというのは、今年度、医療・介護の連携すべき情報項目は何だろうという

ことを検討してまいりたいと思っていまして、その中でその範囲は考えていき

たい。 
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 ただ、同時に今、科学的介護ということで、御承知のようにVISITをもう既に

展開して、リハビリ情報はそういう形で今、展開ができております。 

 それから、CHASEを導入しますと状態像とか、どういう介入をしたのかといっ

た項目についても、事業所の中ではまずできるといった土台もできてまいりま

す。 

 そういったものを踏まえながら、今後、先ほど先生御指摘のようなものまで

含めてやっていくのかどうか、あるいはその手順としてどう考えるのかといっ

たあたりを検討していきたいということでございます。 

 

（高橋教授） 

 VISITとの関係がどうかという話をまさにしようと思っていたので、もうちょ

っとそういうような動いているものも組み込んで時系列でどうなるかというと

ころで、私はVISITというのは非常にいいシステムだと思うので、あれをもっと

みんなが普及して使えるような形になって、こういう標準のところに入ってい

くような流れができるのが理想的かなと思っているので、ぜひ時系列というの

をキーワードにしていただきたいと思います。 

 

（翁理事長） 

 介護分野についてもいろいろ取り組まれているということはお伺いしたんで

すが、やはり取り組みの進捗スピードが非常に遅いんじゃないか。介護の非常

に危機的な状況を考えますと、本当にいろいろなことをスピードアップしてや

っていただかないと、ということをまず印象として持ちました。 

 特に業務効率化とか、そういったところ、小規模のところも含めて広げてい

くには、やはりある程度、強力な仕組みとか、インセンティブとか、そういっ

たものを考えていくことが必要ではないかと思いますし、特に生産性向上のと

ころも、もっとIT化を活用したガイドラインにしたほうがいいんじゃないかと

思います。 

 テクノロジーの活用というのは、例えば13ページの絵のところでありますけ

れども、「手順書の作成」とか、それから「OJTの仕組みづくり」というところ

とか「情報共有の工夫」というところも、これから介護現場には外国人の方が

職場に入ってくるというということを考えると、相当テクノロジー、ITを活用

して情報共有したり、手順書についての申し送りをしたりとか、全体としてIT

化をもっと進めていかないと現場が回らないんじゃないかというような印象も

受けます。 

 そういう意味で、きょうのところでは外国人のことが一つも出てこなかった

んですけれども、外国人の方がもう現場に入っていて、もちろん日本語の教育
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もされていますが、そういったことを考えると本当にIT化を急ぐというのは非

常に重要なテーマではないかと思います。 

 コメントばかりなんですけれども、あとはやはりロボット、センサーのとこ

ろに関しましても、ニーズ、シーズ検討会というのは、以前からありますが、

よりエビデンスをとっていくということについて、エビデンスの蓄積というこ

とについて、より早急にやって広げていくということに御注力いただきたいと

思います。 

 それから、文書量の削減につきましても取り組んでおられるということで、

かなりいろいろな取り組みを御紹介いただいたんですが、ここも同時にペーパ

ーレス化ということも非常に重要だと思います。これから地方自治体の方も入

れて会議をスタートするということでございますけれども、恐らく負担軽減に

ついては問題共有もできていると思いますので、一気にここもペーパーレス化、

IT化を進めていただくということで、全体として本当にスピードアップをして

いただきたいというのが私からのお願いです。 

 それと、１つ質問なんですが、この介護助手というので元気な高齢者を活用

するということは非常にいいことだと思うんですが、これは特に何も規制とか

はないんですよね。もう既に食事とか、配膳とか、ケア記録とか書いてござい

ますけれども、ここはすぐにでも高齢者の方に働いていただけるというふうに

考えてよろしいということなんでしょうか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 では、まず最初に狭い意味での御質問についてからお答えしていきたいと思

います。 

 介護助手というのは三重県の老健施設、今の全国老人健施設協会の会長の取

り組みなんですけれども、まず現場に来てくださいと、特に元気な高齢者の方

に社会貢献していただけませんかということでスタートをした基金事業で、今

は基金と関係なくやっております。 

 それで、まず集まってきた高齢者を事業所とマッチングして、その場で決め

ていただいて、その日からでも顔を出していただいて、来ていただく高齢者で

例えば仮に私のような無資格な者が運転とか、あるいは洗濯の手伝いとかがで

きるのであれば、そういうのをやってくださいということです。 

 それから、中には福祉現場で働いた経験のある方がいて、この人たちは少し

とろみをつけるとか、食事の準備を手伝ってくださいとか、その人のスキルに

応じてやることはいっぱいある。それこそトイレの掃除であり、シーツを整え

てベッドメイキングするみたいな仕事もいっぱいあります。ですから、何の経

験もない人でもできる仕事はいっぱいあるので、事前に研修をするのではなく
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てOJTでやっていく。そういうことで、即座に働いていただくということで取り

組んでいる仕組みで、今、徐々に全国に広がりつつあり、それを我々も後押し

していきたいということでございます。 

 それから、スピードアップすべきというさまざまな点については耳の痛い御

指摘でございまして、我々も今年度はいわば実践の段階に入りました。去年は

いろいろな御指摘を受けて、ではどう進めるのかということで予算をもらって

少しつくるものをつくってみたり、今度はそれを普及展開していく段階でござ

いまして、先ほどのもっとITを活用したガイドラインにすべきではないかとい

うのは御指摘のとおりです。 

 そういう意味では、ことしのガイドラインの普及事業のときには、モデル事

業所にはそこでアウトカムを測定してもらおう。その結果、さらにどういうガ

イドラインにすればいいのか。ガイドライン自体もバージョンアップしていき

たいということでございまして、そういう中でICTの機器でもっとうまい使い方

がある事例があれば、それを織り込んでバージョンアップしたものにして、徐々

にそれを広げていくという取り組みをしたいと思っています。 

 それから、今回は昨年の成長戦略に基づいて御説明をという頭でおりました

ので、外国人人材の話は資料に入れておりませんでした。報道でございました

ように、最初にフィリピンで介護分野の試験も始まってございます。秋以降、

そういった方たちも入ってくるのではないかというふうに期待しているところ

でございまして、当初はほかの国に行っちゃうから来ないんじゃないかという

ような報道もございましたが、とりあえず最近の報道だと非常に期待感も強く、

志望する方がおられるということで安堵している状況でございますが、今後の

受け入れというのは、そこでトラブルがないように厚労省としてもしっかり取

り組んでいきたいと思っています。 

 それから、ロボット、センサーはエビデンスをもって普及するようにという

ことで、これは昨年の成長戦略でもその技術革新の評価に必要なデータの種類

等々についての検証ルールを整備したり、あるいはそういったエビデンスをも

とに次期以降の介護報酬改定等々の評価につなげるというような御指摘をいた

だいておりまして、ことしは中間年で今、報告すべきものがなかったので該当

する資料を出してございませんが、そこは我々も重々認識しておりまして、次

期改定においてもう少し技術導入にフレンドリーな介護報酬にできないかとい

うことは中で議論しているところでございます。 

 

（今村副会長） 

 ちょっと教えていただきたいことがあります。今ずっとお話があった介護ロ

ボットの話で23ページです。ロボットと一言で言いますけれども、全然種類が
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違うものが全体としてロボットと言われていて、介護者を支援するような装着

型のパワーアシストもあれば、被介護者、要介護者そのものを支援するもの、

それからセンサーみたいなものとありますが、下にある1,037件の実績というの

はこのロボットの実績という理解でよろしいんでしょうか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 済みません。ちょっとわからないので、後ほど事務局を通じてお返ししたい

と思います。 

 

（今村副会長） 

 本当はそれぞれのロボットがどの程度、負担の軽減や効率化につながってい

るかという、いわゆるエビデンスに基づいた検証は多分必要だけれども、それ

は今やっておられるというお話なのですが、全体として何件ということはわか

ったとしても、それぞれのパワーアシストが何件、歩行アシストが何台、見守

りセンサーが何件納入されているかというような個別のデータというのはどこ

かに示されているんですか。 

 これは、地域医療介護総合確保基金を活用して支援するということになって

いて、毎年、地域医療介護総合確保基金がどのようにそれぞれの県で使われて

いるかというような数値のデータは出てくるし、人材の養成だとか、建物だと

か、分類は出てくるんですけれども、細かく何にどう使われているかというの

はよくわからない。こういうものを検証している場所というのはあるんですか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 まず、個々の台数についてどのようなものを把握しているのか、ちょっと今、

手元に資料がございませんので、戻って確認してわかる限り御回答したいと思

います。 

 

（今村副会長） 

 私も直接、介護している人間ではないので、何がどの程度有効かということ

まではわからないのですが、恐らくどのロボットも現場には役立つものだとい

うふうに思います。ただ、もし先ほどお話ししたように、全国で1,037しか使わ

れていないというとほとんど利用されていないのと同じなのかなということで、

介護現場を変えるのであれば、こういうものが爆発的に使われても本来いいの

ではないか。 

 そうすると、右側の事業の流れを見ると、施設側が導入計画をつくって、申

請をして都道府県が認めて、厚労省が最終的に認めるんでしょうけれども、国
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３分の１、都道府県３分の１で基金が出てくるということでサービス提供につ

ながるということですが、何がネックになってこれが爆発的に現場に広がらな

いのかというのが私は素人なりにわからないんです。 

 要するに、都道府県の予算がないから３分の１使えないというか、出せない

という話なのか、それとも基金の分配の仕方が、制限が非常に強くて、本来は

現場としては使いたいんだけれども、なかなかそこに予算がついてこないとい

う話なのか。何がネックなのかというのを知りたいなと思って伺っております

が、そういうのはわかるんでしょうか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 何がネックかというのは、なかなか難しい御質問かなと思っておりまして、

もっと広がったほうがいいということであるわけですが、確かに都道府県とし

ては自己負担３分の１がございますので、36都道府県という全自治体数に照ら

してみると消極的なところもある。 

 我々としては都道府県にこうして新しいメニューを追加するたびに、ぜひ都

道府県にそれを取り入れてほしいというお願いをしているんですが、どうして

も新しいものをお示しして全都道府県に浸透していくのにちょっと時間がかか

るところがあるというのはおっしゃるとおりだと思います。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 同様の質問ですけれども、KPIでは相当の乖離が出てきちゃっていますけれど

も、経産省さんのコメントはどうでしょうか。 

 

（石井経済産業省製造産業局産業機械課ロボット政策室長） 

 経済産業省ロボット政策室長の石井です。 

 経済産業省では、先ほど諏訪園審議官から御説明いただきましたように、介

護ロボットの開発のフェーズを支援させていただいています。21ページですけ

れども、厚生労働省と一緒になりまして開発の重点分野を定めまして、その重

点分野に該当する機器について、メーカーに対して一部補助をするという形で

支援をしております。 

 我々も、当然、介護現場でしっかり使われるような介護ロボットの開発に向

けて支援していく必要がございますが、やはりまだロボットということで現場

の方々に使っていただく上で認知されていない部分があったり、ニーズを必ず

しも反映できていないところがあるというのが実態だと思っています。 

 ちょうど今年３月13日に厚生労働省と連携しまして、介護ロボットの活用に

向けた人材育成に関するシンポジウムを開催させていただきました。先ほど高
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橋先生から御指摘いただいた内容に関係してきますが、平成30年度に介護福祉

士養成課程の新カリキュラムが改定されて、カリキュラムの中に、介護ロボッ

トを含めて福祉用具を活用する意義やその目的の理解という点が入りまして、

それを受けて31年度から順次このカリキュラムが施行されていくということに

なっています。 

 ですので、介護の教育現場における教材としても、介護ロボットが今、着目

されているという状況です。介護福祉士の方が介護現場に入る前に、実際に介

護ロボットを使っていただく場をあらかじめこういう形で設けていくというの

が、今後の普及の上でも１つのポイントだと思っております。こうした点も含

めて、引き続き厚生労働省と一緒に取組を進めていきたいと思っております。 

 

（高橋教授） 

 ちょっと違った視点なんですけれども、こういう機器を入れないといけない

というのは、働き手が減ってきて人手不足というのがベースにあるわけですが、

今、本当はベッドがあるんだけれども、残念ながらどれぐらい病棟がクローズ

されているかとか、そういうものが見えなくて、人手不足の見える化というの

が余り進んでいないというか、データがなかなか入手できないんですけれども、

今後どれぐらい現場が人が足りないかというようなモニタリングというのは何

か考えられていますか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 これもまた手元に調査がないんですが、過去行った調査で、空床率は数％で

すので、九十数％は利用されているという状況です。 

 ただ、一方で、先生がおっしゃるように、人手不足のために１棟閉じたみた

いな話は巷間よく聞くところであって、ややそういう声と、その統計の間に少

しギャップがあるような感じはあるのですが、いずれにしても、そこはギャッ

プがあろうとなかろうと、そういう閉じたところがある以上は、いろいろな人

手不足に向けて総合対策というか、総力戦で外国人人材から、ICTから、ロボッ

トから、あるいは将来に向けた研究開発まで、全てフルセットでとにかく取り

組んでいきたいと考えております。 

 

（高橋教授） 

 重症度がどれぐらいかというのを捉えておくことはすごく大事で、例えば届

け出制度で毎年施設が届け出るときにどれぐらい今、稼働しているのかとか、

そういう質問項目をもう少し充実させて、それを集計するような形でKPI化して、

今この人手不足というのは本当に厳しそうで、これからますますひどくなりそ
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うな兆候がありますので、そういうものの把握をやりつつ、こういうもののス

ピード感をぜひ持っていただきたいというのが１つ御要望になるのかなと思い

ます。 

 それからもう一点あるんですけれども、文書量削減のところで、医療関係の

人が介護の記録を読むと何が書いてあるかよくわからないという形になってい

て、我々のほうはSOAPとか、サブジェクティブ、オブジェクティブ、アセスメ

ント、プランという形で分けて構造化して書くという話が非常にありまして、

その記述方式というようなものをIT化するときに構造化されていると非常にIT

に合うんですけれども、普通の自然言語でずっと今までの形で書いていると、

なかなか進みにくいということがあるので、これも機械を入れるだけではなく

て、記述の文書のあり方自体というような検討もぜひしていただきたいと思い

ますし、誰かそういう検討をされているかどうかということを質問させていた

だきたいと思います。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 現在、何かを検討しているかというと私は承知しておりませんが、例えばあ

る種CHASEの開発自体がそういう項目化する、データ化するということですので、

CHASEの活用を図るということがある種、そうしたことに近い回答が出せるもの

になるんじゃないかなと思っております。 

 その上で、全ての自然言語がテキストデータじゃなくてデジタライズされた

項目だけにできるのか、全て介護のさまざまな国際的な分類に従って。 

 

（高橋教授） 

 記号じゃなくて、これは観察事項であるとか、これはアセスメントであると

か、そういうふうなタグをつけて自然の文章を書いているという意味なんです

けれども、そういうことをすると人工知能などでもとてもやりやすくなるし、

時間短縮、それから何をしているかが見やすくなるので、そういう書き方、記

述方法というところもこういう省力化に非常に関係すると思いますし、それか

らiPadなどを使うときにはとにかくぽんぽんと選ぶという形ですね。 

 その辺のほうが、後で集計したときに何が起きているか非常にわかりやすく

なるというので、その記録のあり方、記載方法というものが非常に重要じゃな

いかということを御指摘させていただきます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 私から１つ、最後のページで自治事務との関係は非常に役人的には、霞ヶ関

の人間たちには共通の頭の痛い問題でありますが、こうしたところについての
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取り組みを始めていただけるというのは非常に心強い限りであります。 

 ただ、先ほど今村さんのおっしゃっておられた骨粗しょう症の話も含めてで

すけれども、これは他分野も同じような課題を抱える中、ここで今そのお話を

始めておられる中で、知事会、市長会、それから町村会ともうお話を始めてお

られると伺っておりますが、ここでの受けとめ方、それからその受けとめ方を

踏まえて、ここの記述の中では最後に「自治体での取組を進めるためにインセ

ンティブ措置に反映する」と記されておられますけれども、最終的にはどうし

たことをもってこうした自治事務と言われているところに合理化、効率化、そ

してシステムの統一化というものを導入されようとしておられるのか。そこら

辺についてのお考えを、もうちょっと詳しく教えていただけますでしょうか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 御質問ありがとうございます。おっしゃるように、厚労省各局、あるいは、

霞ヶ関各省において、この自治事務の標準化というものは大きな課題だと思っ

ておりまして、我々はそのテストケースだと思っております。ですから、これ

から滑った転んだをしながら進んでいくことになることは御容赦いただきたい

と思います。 

 その上で、まず自治体のほうには、この国民起点PTにも市長会と町村会から

代表の役員クラスの方に参加していただいて、基本的には共働の仕組みで事業

者や国と一緒にこうしたワーキンググループに参画して、事務効率化というの

は自治体にとってもメリットがありますので、ぜひ参加していきたいというお

言葉をいただいています。そういうことで、構えはできているわけでございま

す。 

 その上で検討事項例ですが、まずローカルルールといいますか、添付書類、

我々厚労省は例えば加算を認めるときに、こういう事実が確認できる書面を求

めてくださいということまで自治体にお願いしているわけですが、どこまで詳

しくとるかについては自治体のほうで決めている。この辺がそろっていないの

で、これが適正な分だけ集めればよくて、これを標準的な添付書類の例にして

はどうですかというのが例えばここで合意できると、それをみんなが関係の団

体も入って呼びかけていただければ、それが一つのベースケースになるんじゃ

ないかと思っています。 

 もちろん自治事務ですから強制はできませんが、自治体の人たちが入って、

一緒に議論して得られた成案であれば、より守っていただけるんじゃないかな

という期待を持ちながら、この話をスタートさせたいと思っています。それが、

例えばという例でございます。 

 それから、俗にローカルルールと言われる細かいレベルの実務的な解釈、当
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てはめがこちらの県の自治体ではこうで、こちらの県の自治体ではこうでとい

うのは、添付書類に限らずあると聞いておりますので、そういったものについ

てもまず事業所のほうからその関係者が出していただいて、中には合理的なも

のもあるんだと思います。過去、議会でこういうものをちゃんと見ろと言われ

たからとっているんですよとか、あるいはほかのところでとっていないのはお

かしいですよというのはあるのかもしれません。 

 それも、とにかくみんなで俎上にのせて議論をして整理をしていきたいと思

っています。例えば、こんな感じです。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 最後に、インセンティブ措置とおっしゃっているところについては、いかが

ですか。 

 

（諏訪園厚生労働省大臣官房審議官（老健、障害保健福祉担当）） 

 インセンティブは、介護保険について30年度予算から200億円のインセンティ

ブ交付金というのを計上しております。その中で、こうした取り組みを率先し

て進める、あるいはさらに一歩進めた取り組みをするというような、ちょっと

具体の項目までは、まだですが、そういった取組みについてインセンティブ交

付金のメニューに加えることで誘導していきたい、御支援していきたいという

ことでございます。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 よろしいですか。そろそろお時間もある意味、超過しているので、ここら辺

で構造改革推進会合の議論は一旦締めさせていただきたいと思います。 

 それでは、最後に翁会長からおまとめの御発言をお願いしたいと思います。 

 

（翁理事長） 

 本日の推進会合では、未来投資戦略2018年のフォローアップを行いました。

政府方針の実施に向けて、関係省の取り組みに敬意を申し上げたいと思います。 

 方針どおり進捗しているものもございます一方で、なかなか実施に向けて取

り組んできた施策がさまざまな課題に直面している現状もあったかと思います。

これまでいろいろと申し上げてきておりますが、次世代ヘルスケアシステムの

構築では、データ、IT、AI等の技術革新を積極的に導入して、健康、予防、治

療、ケアなどにかかわる保護の施策、取り組みをばらばらに推進するのではな

く、国民の健康維持増進、医療・介護の質、生産性の向上、さらには表裏一体
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である現場の働き方改革にもつながるよう、全体最適な形で推進するというこ

とを目指してきております。 

 この点、１つの施策のおくれが全体の工程に及ばないようにビックピクチャ

ーを持ちながら、ぜひさまざまな施策を全体として進めていただきたいと思い

ます。最終目的に照らして、目指すべき効果を高いコストパフォーマンスで達

成することを追求していただくということが大事かと思っております。 

 なお、現状は本当にいろいろな技術革新が進んでおりますので、さまざまな

取り組みが初期のスピードを超えて加速するということもあり得ると思います

ので、積極的なそういった技術革新を活用して、例えばデータの標準化、シス

テムの構築、こういったところもその追加の要素でいろいろな取り組みを加速

していただくということをお願いしたいと思っております。 

 介護分野につきましても、生産性の向上やIT化というのは待ったなしの状況

でございます。また、文書削減の取り組みやペーパーレス化ということも含め

まして、スピードアップして取り組みが進捗することを期待しております。 

 引き続き、年央の成長戦略策定に向けての取り組みをよろしくお願いしたい

と思います。 

 

（平井日本経済再生総合事務局次長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、構造改革徹底推進会合のパートを終わらせて

いただきたいと思います。 

 なお、この後、17時から本日の構造改革徹底推進会合の内容につきましては

プレスブリーフィングをさせていただきます。議事要旨の作成方法、それから

発言ルールについてのチャット、メール的な扱い等については、本日御出席の

方については改めて申し上げるまでもないかもしれません。よろしくお願いし

たいと思います。 

 この後、第４回の産官協議会知財ヘルスケアを引き続き開催いたしたいと思

いますので、準備の間、数分程度休憩をさせていただきたいと思います。イメ

ージとして15時10分を目途に開始したいと思いますので、よろしくお願いした

いと思います。 

 どうもありがとうございました。 


